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はじめに
後発国における産業発展とキャッチアップ工
業化論は，従来から議論されてきた。中国電子
産業の成長はキャッチアップ型工業化の典型例
であり，こうしたキャッチアップ型工業化をい
かに可能にするか，これについて様々な議論が
存在している。本稿は中国電子産業の発展プロ
セスを考察することによって，その解答を探っ
てみたい。
１９９０年以降，ＩＴ技術の発展とグローバリゼ
ーションの進展につれ，東アジアは世界経済に
占めるその位置を急速に高め，経済成長センタ
ーとして注目されるようになった１）。また，東
アジアの電子関連企業が積極的な投資と輸出先
の開拓を進めた結果，家電・パソコン・半導
体・液晶を中心に，世界的にも競争力を有する
産業集積が形成されるに至っている。
とりわけ，中国には，比較的労働集約的な産
業に加えて，技術集約的なＩＴ関連財産業まで
が「カエル跳び」の形で移転され，幅広い産業
基盤が形成されている。中国は遅れた国から
「世界の工場」へと変化し，さらに，ハイテク
産業で東アジア各国と横並びで競争することは，
従来の「雁行形態的発展」という東アジアの成
長連鎖がもはや有効性を喪失したと主張されて
いるのである２）。
中国電子産業の台頭と共に多数の電子企業の
著しい成長が注目されている。カラーテレビ，
パソコン，携帯電話などの代表的な分野におい
ては，長年市場の主役である外資企業を凌駕し，
ローカルブランドが市場上位を占めるようにな
った。
キャッチアップは「遅れを取り戻し，追いつ
き，追い上げる」と定義している。筆者は中国
の産業発展について，コア技術の習得段階が第
１次キャッチアップと位置づけている。つまり，
中国企業は，技術の蓄積・向上，企業のＭ＆Ａ
と企業間の技術提携を通じ，コア技術を獲得・
吸収し，第１次キャッチアップができるように
なったといえる。また，産業の持続成長を図る
ためには，コア技術を習得したうえに，新製品
と新技術を創出するイノベーション力に結実す
る新たなステッジへ移行しなければならい。こ
のイノベーション力の構築段階を意味する発展
プロセスが第２次キャッチアップであると指摘
しておきたい。
中国電子産業には，１９９０年代後半，モジュラ
ー化・オープン・アーキテクチャ製造の導入，
外資企業経営ノウハウの吸収，低コストの労働
力と集積地域における部品調達の早さで，生産
能力と独自な生産方式が構築されてきた。本稿
では，カラーテレビ，パソコン，携帯端末の３
分野を取り上げ，それぞれの第１次キャッチア
ッププロセスを明らかにしたい。予め結論を述
べると，中国の電子産業は改革開放以降，基礎
研究，技術蓄積と裾野産業の発展により，独自
１３９
の生産方式を構築し，コア技術の獲得段階へ移
行しつつあると考えられる。
このような視点から，以下では，まず，後発
国産業の発展に関する理論を振り返り，「第１
次キャッチアップ」という後発国産業の発展パ
ターンを試論する。次に，中国華南と華東地域
における電子産業集積の形成プロセスを辿り，
オープン・アーキテクチャ製造の中国定着を明
らかにする。最後に，中国のカラーテレビ，パ
ソコン，携帯端末分野における第１次キャッチ
アッププロセスを分析し，中国電子産業の成長
実態と要因を捉えておきたい。
１ 後発国の産業発展とキャッチアップ
後発国における新産業の発展は大抵先進国か
らの技術の導入・吸収，部品の国産化代替，規
模の経済と競争力の形成などの基本的なパター
ンを必ず辿っている。後発国で新しい技術を使
用する試作品の製造が可能となるにも拘らず，
汎用部品技術の遅れによる新産業の発展は相当
難しくなる。したがって，後発国は，いかに新
産業の発展に伴う様々なハードルを越え，先進
国の産業にキャッチアップするか，こうした議
論に関連の深い分野の先行研究を整理しておく
必要がある。
 産業発展の理論的検討
ガーシェンクロンはヨーロッパの工業化を比
較経済史の視点で「不平等発展」，「大発進」と
「後発性の利益」によって論じた（ガーシェン
クロン［１９６８］，絵所訳［２００５］：８０頁）。しか
し，後発国の利益性をいかに実現するのか，後
発国産業発展における技術向上の基礎条件など
を解明しなければならない。渡辺利夫は，開発
経済学の視点で「東アジア諸国の圧縮された発
展」を論じ，かつてガーシェンクロンが描写し
た１９世紀ヨーロッパ世界における後発国の経済
発展の経路と基本的には同様の道を辿ったと考
えている（渡辺［１９８５］，渡辺［１９９６］）。
以上の論点は東アジア諸国が「後発性の利
益」を享受し，輸出志向工業化戦略によって飛
躍的成長を遂げたという事実を明らかにしてい
る。しかし，量的拡大から質的向上へ移行する
ために，アジアの後発国はどのような条件を整
えるべきか，そして，後発国は「後発性の利
益」戦略を取ることによって，国際分業体制を
担うことになり，いつまでも先進国の後ろに追
随する形になる不利益性を抱えるのであろう。
後発国の産業は先進国産業の既存技術を利用
し，研究開発のコストと時間の節約ができると
いうメリットを明らかにしている。一方，後発
国は先進国から移転してきた技術に対して，技
術の定着をさせるため，工夫しなければならな
い。
その技術吸収のプロセスに関して，林は，①
操作技術の習得，②導入した機械設備の保守，
③修理と一連の小改良，④設計と企画，⑤国産
化の五段階に至るものとしている（林［１９８６］：
６６頁）。また，生産技術の移転のサイクルにお
いて，末広はタイの事例を検証した結果，「受
入国側の操作技術の習得段階から設備機械の保
守・保全段階への移行過程には，高いハードル
があり，そして，模倣生産と部分的設計段階か
ら自主設計と国産化段階へ移行するとなると，
再び第二のハードルにぶつかる」と指摘してい
る（末広〔２０００〕）。
以上の検討を通じ，結果的に，後発国におけ
る新産業発展のカギは新しい技術に対する受容
力・吸収力，「新結合」の遂行力にあり，その
担い手は後発工業国における個人・社会・企業
レベルでの基盤技術，新技術の形成能力である
といえよう。
先発国からの技術移転を通じ，後発国の技術
１４０
力が徐々に向上していくことは間違いないだろ
う。しかし，技術を移転する側と移転される側
の経済・技術の格差が大きく，技術移転に関す
る制約要因も多くあるため，技術の吸収は一層
難しくなる。したがって，先発国の既存技術が
そのまま後発国に移転されることは必ずしも効
率的ではなく，その技術に対する後発国の受容
力が問われている。
さて，先進国から移転してきた技術を定着さ
せ，汎用部品の国産化，参入企業の増加と市場
需要の拡大により，徐々に産業の量産体制が構
築されるのであろう。それと同時に，多数の製
品メーカーと部品・裾野企業が物流と市場の利
便を考慮し，特定する地域に集結し，立地する
傾向が見られる。
マーシャルは産業集積を最初に理論化し，特
定生産部門における規模の経済としての集積効
果が内部経済で検討し，一方，外部経済を特定
の地区に同種の小企業の集積効果として議論す
る（マーシャル［１９２０］Ⅱ：邦訳２４９～２５５頁）。
また，ピオリ＆セーブルは『第二の産業分水
嶺』で「柔軟な専門化」を強調した（ピオリ＆
セーブル［１９８４］：邦訳２３頁，３４６頁）。彼らの
主張は少品種大量生産を専らとする巨大企業が
支配する経済は行き詰まり，これにとって代わ
るのは多品種少量生産を柔軟にこなす中小企業
が主役を占める経済であるというものである。
ポーターの「ダイヤモンド・モデル」は，
「国の競争優位」によって主要産業の競争優位
が生じたと解釈した。「国の競争優位」を決定
する要因としては，①要素条件，②需要条件，
③関連産業の存在，④国内のライバル間競争な
どの４つが挙げられている（ポーター［１９９２］
１０６～１０８頁）。以上の４要因が相互に刺激合う
ことでイノベーションが生じ，ある国の競争優
位は向上すると捉えている。
後発国の経済と産業において急成長が可能と
なった理由は，後発国であるゆえに，「後発性
の利益」を十分に享受しながら成長しえたから
であると多くの学者は論じてきた。また，産業
集積の効果は狭い地域に多数の企業が密集する
ことにより発生し，それらの企業は特定の生産
活動に高度に特化して，活発な企業間取引を行
っている。しかし，産業の持続成長を求めるた
め，量的拡大から質的向上へと移行しなければ
ならない。結局，産業発展の成否はイノベーシ
ョン能力の形成如何にかかっているのである。
 中国の産業発展とキャッチアップ
末広は，遅れて工業化に乗り出した国がとら
ざるをえない工業化のパターンを「キャッチア
ップ型工業化論」としてまとめている（末広
［２０００］）。また，『進化する多国籍企業』によ
ると，中国はアジアの工業化における「とびこ
え現象」であり，順繰りに貿易の拡大と産業構
造の高度化を進めてきたアジア諸国にとっては，
「キャッチアップ型工業化論」が論じた秩序あ
る分業体制や発展パターンの破壊を意味してい
る（末広［２００３］）。
筆者は末広の議論と補論に対し，「中国の工
業化が異例であること」より，むしろ「キャッ
チアップ工業化論」自身の欠点にあるのではな
いかと指摘したい。アジア諸国の文化，歴史，
工業化の初期条件等には違いがあるのだから，
統一的な視点でアジアの発展モデルを捉えるこ
とは極めて困難であり，むしろアジア諸国を地
域的に細分化し，多様化と共通性を捉えるべき
であろう。すなわち，後発国の技術向上におい
て，発展の初期段階が自国の資源を効率的に配
置し，模倣からスタートしながら，いったん資
本，裾野産業技術と基礎研究の蓄積が一定的な
レベルに達した場合，後発国は先発国と同じ道
を歩んで行くことができず，自国の技術・資
金・人的資源力の再配置を行い，新たなキャッ
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チアップ戦略を構築しなければならない。
１） キャッチアップとはなにか
キャッチアップ工業化論は，後発国が新しい
産業を育成，発展するために採られた発展パタ
ーンである。ところが，そのプロセスを考察す
ると，後発国の産業はいつまでも右肩上がりの
成長ができず，成長鈍化，停滞などの時期をむ
かえるものとなる。また，経済・社会環境の変
化に伴い，産業の発展戦略と発展モデルも転換
しつつある。したがって，キャッチアッププロ
セスの変化に基づき，それ自体の特徴を段階に
分けて，議論する必要があるのであろう。
筆者はキャッチアップのプロセスを第１次と
第２次の２段階に分け，中国における新産業の
誕生とその産業の発展過程を検討しておきたい
（図１－１）。
第１次キャッチアップは，産業のコア技術の
獲得段階である。そのプロセスについて，大き
く①技術導入・吸収，②生産能力の整備，③既
存技術の整合・「精華整合／優化型」（いいと
こ取り）生産方式の構築，④コア技術の習得
（獲得と吸収）の４段階に分けている（湯
［２００６］）。
「精華整合／優化型」生産方式について，筆
者は，「ローカル企業が外資企業の生産システ
ム，工程管理，品質管理，人的資源管理などの
分野において優れている点を選別・導入し，自
社の既存資源と融合させることによって，コア
部品を内製しないあるいは内製できないという
弱みをカバーし，構築したオリジナルな生産シ
ステムである」と定義しておきたい。この生産
方式は①アメリカ型の大量生産システムをベー
スに，②カンバン方式，混流型組み立てライ
ン，５Ｓ管理，などの日本型生産方式の要素も
組み込んでおり，③生産現場における多能工，
単能工，臨時工の混在（ライン長・工程長・班
長が多能工で，組み立て従業員が単能工，臨時
工となる企業が多い），④出来高賃金制，年俸
図１－１ 中国の産業発展におけるキャッチアッププロセスの概念図
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制，ストックオプション制が共存する賃金制度
と現場資源の蓄積体制などの要素を含んでいる。
当該産業の特定製品における第１次キャッチ
アップの成功は，生産量，市場シェアの割合，
コア技術の習得などの３指標によって判断する
ことができる。第一，製品製造で使用される機
械・設備および汎用部品の国産化ができ，急速
に生産量の拡大を遂げる。第二，多数のローカ
ル企業が市場ニーズに応じて，外観設計の多様
化，製品機能の簡素化および電気回路・電子回
路の自社設計などの能力を形成し，品質の向上
と独特の生産方式を構築することによって，国
内市場におけるローカルブランドのシェアが優
位となる。第三，様々なルートによるコア技術
の獲得である。
末広は，技術の移転サイクルを「一回切りで
はなく連続したものであり，連続する時間の中
でより高い技術へと絶えずキャッチアップする
べきだ」と指摘した（末広［２０００］：２３７～２３８
頁）。しかし，中国企業における技術移転の連
続性に関して，第１次キャッチアップのプロセ
スを見ると，市場が存在し，拡大する限り，既
存技術が新しい工夫で延期されがちであり（既
存技術利用の長期化），先端技術の導入と新製
法の工夫が簡単に行われないのであろう。むし
ろ競争が熾烈である時期・技術停滞の時期に，
コア技術・新技術のキャッチアップが行われ，
すなわち，第２次キャッチアップへの移行が市
場需要と競争環境に決定されるといえよう。
一方，「中国企業はイノベーションを重視し，
研究開発に注力するべきだ」という指摘がよく
聞かれる。なぜ，後発国の企業は研究開発を重
視しないのか，その理由としては，中国の新産
業に関わる裾野産業の発展の遅れである。すな
わち，多くのローカル企業は製品のアセンブリ
ー工程に資源を集中し，コア部品はアウトソー
シング戦略を採用するケースが多い。したがっ
て，中国企業は新産業を創出する場合，川上・
川中に属する産業の発展の遅れによって，コア
部品の調達が外資企業に依存せざるをえないで
ある。
このような視点で，第１次キャッチアップ段
階を通じ，産業の川下で蓄積された基礎研究，
汎用部品とアセンブリー技術，資金，人的資源
によるコア技術の獲得・吸収能力が形成されて
いる。つまり，中国企業は，規模の経済および
「精華整合／優化」生産方式の成功で資金の蓄
積ができるようになる。しかし，これらの企業
は第１次キャッチアップの成功ができず，「既
存技術の整合と価格競争のジレンマ」に陥る可
能性が十分あると指摘したい。
以下では，産業の発展段階，歴史および上記
の議論を踏まえて，中国電子産業の発展プロセ
スとキャッチアップの実態を考察していきたい。
２ ＩＴ／グローバリゼーションと
中国電子産業の台頭
東アジア経済の成長基盤が１９５０年代から米国
の政治体制および戦略援助によって，グローバ
ル企業の誘引条件を形成し，輸出志向型工業化
政策が導入された。その後，東アジア地域では，
日米多国籍企業が電子産業における競争によっ
て，その地域の工業化を主導し，電子機器の生
産も次第に拡大してきたのである。
東アジア地域は安価な労働力，輸出志向型の
工業政策という「内的要因」で多国籍企業の進
出を誘致し，多国籍企業の事業活動を原動力と
して東アジアの工業化を遂げた。日米多国籍企
業の東アジアにおける競争はその後，台湾，韓
国の電子産業に大きな影響をもたらすことにな
った。さらに，日米欧多国籍企業と台湾電子産
業の中国大陸進出は，中国電子産業集積の形成
において大きな役割を果たしている。以下では，
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中国華南地域と華東地域における電子産業集積
の形成プロセスを検討したうえで，中国電子産
業のオープン・アーキテクチャ型製品製造の定
着を分析しておきたい。
 中国における電子産業集積の形成
１９９０年代半ばから，インターネットの普及，
ＩＴ技術の発達とグローバリゼーションの進展
により，東アジアで複雑な生産ネットワークが
整備され，さらに，ＩＴ革命以後，企業間の電
子商取引とサプライヤーマネジメントが活発化
する中，新たな生産ネットワークが中国で張替
えられ，中国の産業集積の形成に大きく貢献し
た。以下では，中国華南地域の広東省広州・深
センを中心とする珠江デルタと中国華東地域の
蘇州・上海を中心とする長江デルタの電子産業
集積を検討し，その集積の形成プロセスと現状
を明らかにしたい。
１） 珠江デルタと長江デルタの電子産業集積
１９７８年の改革開放以来，「経済特区」政策が
華南地域で集中的に実行された。広東省では国
有企業が少なく，政府の干渉が少なかったこと
が，その後の外資誘致，独特の優遇策の実施を
可能にしたという。広東省の国内総生産額は
１９７８年に全国７位（４．７％）であったが，１９９０
年以降，外資の本格化進出により第２位
（１０．４％）に上昇してきた。また，この時期に
は，中国の製品価格が自由化され，企業自主権
拡大の改革も行われたのである。
１９８０年代後半，プラザ合意以後の急速な円高
によって，日系企業が中国華南へ委託加工を中
心に投資し始めた。最初は繊維，雑貨が中心で
あったが，１９９０年代以降になると，精密機械，
テレビ，エアコンなどの家電，複写機，プリン
ターなどの事務機器へと範囲が広がっていた。
その後，下請けの部品メーカーも追随し，現地
の集中進出が見られていった。その時期におい
て，香港資本の部品メーカーが低コストを求め
るために，広東省への生産移転を行っていった。
このように，部品メーカーが増えるにつれ，ア
センブリーと部品メーカーが相互に集積度を高
めていったのである。
他方，台湾の投資環境は８０年代後半から悪化
の一途を辿った。地価の高騰，労働力の不足，
環境保護意識の高まりなどに対し，台湾企業は
海外へシフトし始めた。当時，多くの台湾中小
企業の福建省への進出に際して，主に輸送の利
便性が問題にされている。しかし，福建省の通
信，交通インフラが十分整備されず，また，深
センの人件費高を考慮し，深センに近いところ
が模索された。次第に東莞が焦点になり，１９８９
年に台湾企業５０社が華南地域に第一歩の進出を
踏み出した（関［２００２］：５３頁）。
また，東莞の周辺に分厚い部品集積ができた
ことが台湾企業がそこに進出した背景にあると
考えられる。２０００年末，広東省が台湾電子産業
の対中国大陸投資における過半数を占め，その
うち，東莞に対する投資総額が１０億７，０００万ド
ルに達した。東莞の台湾企業は３，８００社前後と
いわれ，そのうち情報機器関係は１５％程度であ
るが，関連する業種に属するものも多い。台湾
企業が一部の部品を除き，東莞を中心とする周
辺地域で，ほとんどの部品を調達できるほど産
業集積が進展している。現在，珠江デルタでは，
家電系の企業は広州，仏山，中山，珠江などの
デルタ地域西側に展開し，電子部品，ＯＡ機器
などの企業は深セン，東莞を中心とするデルタ
地域の東側に集積している。
以上のように華南地域において２０年をかけて，
「集積が集積を生む自己拡大メカニズム」が働
いてきた（黒田［２００１］：１２２頁）。その結果，
珠江デルタにはグローバル企業を含む世界有数
の部品産業集積が形成されており，電子部品や
金型，メッキ，プレス加工，および電子産業に
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必要な部材と加工はほとんど揃っている。しか
も，同じ部材や加工を提供する企業が珠江デル
タで数百社となり，複数の企業に品質と価格を
競争させながら，そこで分厚い部品集積が形成
されると同時に，部品調達の低コストができる
ようになった。
これまで，多くの外資電子企業が華南地域に
集中投資してきたが，２０００年以降，蘇州，上海
を中心に大規模投資が行われ，長江デルタ（上
海・江蘇省・浙江省）電子産業の生産額は珠江
デルタを抜く規模となった（図２－１）。珠江
デルタ地域への外資系進出企業は輸出志向のも
のが多いのに対し，長江デルタへの進出企業は
国内市場への志向が強い。長江デルタの中核都
市である上海は，年間１１．９％のＧＤＰ成長率で，
現在，半導体産業の一大集積地となっている３）。
また，蘇州には１，０００社以上の電子企業があり，
世界のノートＰＣ，モバイルおよびその部品の
一大集積地が形成されているのである。蘇州の
工業生産額は台湾電子企業の進出により，２００２
年から広東省東莞を押さえ，蘇州は中国第二の
工業都市となった４）。
蘇州市は張家港，常熟，太倉，昆山，呉江の
五つの市を管轄している。特に台湾ＩＴ企業の
集中進出地域として知られている呉江は，１９９８
年当時，華南地域のコスト上昇という現状の中，
広東に立地する台湾企業を中心に，生産拠点の
移転と企業投資誘致を行った。この発展戦略は
見事に的中し，結果的に，呉江が中国ＩＴ産業
の一大生産拠点となっている。２００１年，台湾電
図２－１ ２００３年中国地域別電子産業の生産額
資料：中国信息産業部２００３年統計
図２－２ 台湾の大陸投資変化
資料：台湾行政院大陸委員会の資料
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気電子工業組合の「中国の主要都市と地方都市
に対する投資環境調査とリスク調査」によれば，
蘇州の呉江が「投資環境分析ランキング」，「投
資リスク分析ランキング」ともに，全国最高位
となっている。その後，呉江が台湾企業に注目
され，「もっとも推薦したい投資地域」として
挙げられた。２０００年以降，台湾企業からの新規
投資が蘇州へシフトした結果，１９９７年台湾企業
の大陸投資は珠江デルタに４割，長江デルタ３
割であったが，２００２年珠江デルタに２割，長江
デルタに５割と変化した（図２－２）。
こうして，１９９０年代以降，わずか十数年あま
りの間に華南の珠江デルタ，華東の長江デルタ
には外資進出によって，大規模の産業集積が形
成されてきた（表２－１）。多数の台湾企業はこ
れまで米国企業のＯＥＭ生産をうけ，独自なビ
ジネスモデルで生産ネットワークを張り，中国
で独自なネットワークを形成している。
一方，日本の組み立てメーカー，部品メーカ
ーが日本国内とＡＳＥＡＮ諸国および中国にそ
れぞれの生産拠点を配置し，日本企業中心の生
産ネットワークを形成している。かつて日本と
ＡＳＥＡＮの生産拠点は日系企業生産ネットワ
ークの中核として存在していたが，２０００年以降，
日本企業はＡＳＥＡＮから中国へのシフトを加
速し，中国を生産拠点に位置付けながら，国内
巨大市場も狙っている。
さらに，２０００年以降，米国のＥＭＳ企業が中
国における部品調達の容易さ，製品品質と生産
性向上などの点を考慮し，ローカル電子メーカ
ーの工場を買収し，中国で生産に着手するよう
になった。こうして，中国は複雑なネットワー
クをすべて整え，日米欧，ＮＩＥＳとローカル
企業がそれぞれの生産ネットワークを構築し，
電子産業集積の形成と拡大を進めている（表２
－２）。
中国電子産業集積の形成について，黒田は，
情報共有，取引コスト節約ための水平集積とメ
ーカー，サプライヤーが集中する垂直的集積が
存在していると考え，中国電子産業の成長は中
国華南地域における垂直的産業集積を行う結果
であると述べている（黒田［２００１］）。また，中
表２－１ 中国電子産業の主要産業集積
地域 主要都市 主な製品
珠江デルタ 広州，深セン，東莞，中山，順徳，珠海 通信，ＰＣ，家電，ＡＶ機器
長江デルタ 上海，杭州，南京，蘇州，無錫，常州 集積回路，通信，ＰＣ関連，電子部品
環渤海地域 北京，天津，石家庄，瀋陽，大連，青島 通信，ＰＣ，家電，電子部品，ソフト
福建東南沿海 福州，アモイ ＰＣ，家電，通信
中西部 成都，重慶，武漢，長沙，西安 ブラウン管，カラーＴＶ，ソフト，通信機器
出所：各種報道により作成
表２－２ 産業集積地におけるグローバル企業の生産ネットワーク
特徴 米系 日系 台湾系 韓国系
事業内容 産業用電子 ローエンド家電 ＰＣ関連 家電コンポーネント
ネットワークの類型 開放・流動的 閉鎖・長期的 開放・流動的 閉鎖・長期的
市場・技術変化の対応 迅速 遅い 緩慢・迅速 遅い
ガバナンス 分権的 集権的 集権的 集権的
供給拠点の選好 条件を満たせる企業 日系と現地関連企業 台湾系と現地華人企業 韓国系と関連企業
出所：尹［２００３］２８頁により作成
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兼は，中国の産業集積の成功は改革開放に既存
するサポーティング産業の技術蓄積と外資の直
接投資による新たな結合ができ，産業集積が一
層の拡大を遂げたことにあると指摘した（中兼
［１９９９］）。
さらに，中国電子産業の集積は，中国の競争
優位を生かし，規模の経済が実現されたという
視点から捉えることができる。マイケル・ポー
ターは，国と地域の競争優位を決定するカギと
して立地を強調したのである。従って，「ダイ
ヤモンド・モデル」に基づき，中国華南地域に
は，①低コスト労働力と一部有能な経営者の存
在（要素条件），②国内市場の大きさと需要拡
大（需要要素），③家電・電子市場における企
業間激しい価格競争，④台湾・香港，日本系電
子企業・部品企業の進出，国内裾野産業の技術
蓄積，香港の金融機能（関連・支援要素）など
の要素が内在し，電子産業の集積が行われた。
結果的に，今日の珠江デルタは，世界最大のＯ
Ａ機器・ＰＣ・家電生産基地，電子部品調達拠
点となっており，世界市場で強い競争力を構築
していると考えられる。
２） ＩＴ技術の進展と中国電子産業の成長
１９９０年代半ば以降，欧米中心のＩＴ情報技術
の発展は，東アジア・中国の生産ネットワーク
に大きな影響を及ぼしつつある。一方，中国政
府は幅広い産業分野において，ＢtoＢ電子商取
引のネットワークを構築する同時に，今後の中
国電子商取引市場の成長を予想し，中国国際電
子商取引センター（１９９６年）と中国電子商取引
協会を設立した（２０００年）５）。
１９９９年には，中国のＢtoＢ取引高はわずかに
１．８億元であった。２００３年，中国のＢtoＢ取引
高は２，７０４億元までに急増し，ＢtoＣ取引高は
前年比２０８％増の５２億元に達した６）。今後，中
国企業が市場競争の激化に対応するために，ｅ
マーケットプレイス型の電子商取引が，一層活
発化すると予測されている（表２－３）。
中国電子商取引市場の急成長要因は，①政府
によるインターネットインフラの整備，②多数
のローカル電子メーカーがパソコン産業の参入
によるパソコン市販価格の下落，③インターネ
ットサービスやパソコン部品製造に関連する企
業がＢtoＢ分野の参入，などの点にある。すな
わち，グローバリゼーションの進展とＩＴ技術
の発達という背景の下で，複雑なネットワーク
が中国で構築されることによって，中国電子産
業には労働集約型分野からハイテク技術分野ま
で，幅広い産業集積が形成されているのである。
また，ローカル電子メーカーが，外資企業の技
術・経営ノウハウとＩＴ・デジタル技術をうま
く利用しながら，独自なビジネスモデルを作り
上げ，強い競争力を付けてきた。
 中国におけるオープン・アーキテクチャ製
造の定着
中国の電子産業は１９９０年から２０００年にかけて，
年間３０．５％の成長率で世界２位の生産規模にな
り，輸出に占める電子機器の割合も２０％に達し
ていた７）。表２－４に示すように，１９８０年代末
表２－３ 中国の電子商取引高の推移（１９９９－２００３年）
１９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年
ＢtoＢ（億元） １．８ ７６７ １，０７５ １，７８４ ２，７０４
前年比増加率 ― ４２６．００％ ４０．１５％ １６５．９５％ １５１．５６％
ＢtoＣ（億元） １．４４ ３．９ １３ ２５ ５２
前年比増加率 ― ２７０．８３％ ３３３．３３％ １９２．３１％ ２０８．００％
出所：中国電子商取引協会および各種報道により作成
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以降，家電・ＩＴ・通信といった分野が著しい
成長を遂げた。ローカルメーカーが短時間で大
規模の生産能力を整えた一因は，国有企業改革
や市場経済移行による企業自主性の向上にある
であろう。一方，生産技術の面を見ると，アセ
ンブリー製品に対し，オープン・アーキテクチ
ャ製造の導入と低コストの労働力，集積地にお
ける部品調達の早さが，中国電子産業の生産能
力と生産方式の構築において，大きな役割を果
たしているといえよう。
ものづくりの基本特性であるアーキテクチャ
について，ＩＢＭ製ＰＣのオープン・アーキテ
クチャ製造が知られており，近年，特に製造業
において注目されている８）。製品アーキテクチ
ャの代表的なタイプであるインテグラル型（擦
り合わせ）とモジュラー型（組み合わせ）の区
別，また「クローズ型」と「オープン型」の区
別がある（藤本「２００３」：９０頁）。中国電子産業
は，そのモジュラー型のオープン・アーキテク
チャ戦略によって，電子製品生産能力と産業規
模が急拡大し，世界の工場の地位を固めつつあ
る９）。
１９８０年代，中国華南地域の広東省の深セン，
珠海，汕頭，福建省のアモイに「経済特区」が
設置されたことによって外国企業の対中投資が
始まった。当時，広東省に進出する香港企業が
多く，その地理の便利さで「三来一補」型の
「来料加工」ビジネスを生み出していた１０）。
つまり，「三来」は，外国から図面が送られて
くる「来図」，サンプルが送られてくる「来様」，
そして，材料などが送られてくる「来料」とい
う委託加工を指している。「一補」は外国側が
機械設備などを無償供給し，外国側の要請にし
たがって製品を生産する。
「広東型の委託加工」は，①現地側は土地，
建物，労働者を用意し，外資側は工場長を派遣
し，生産管理を行う，②生産用の材料，部品は
保税され，香港から送り込まれ，製品は香港に
表２－４ 主要電子製品の生産量推移（万台）
年度 ＣＴＶ 洗濯機 冷蔵庫 エアコン パソコン 携帯電話
１９８７ ０．３８ ０．０４ ２．８ ０．０２
１９８８ ３．２１ ２４．５３ ４．９ １．３２
１９８９ ４３５．２８ ８８７．２ １４４．８ １２．３５
１９９０ １，０３３．０４ ６６２．６８ ４６３．０６ ２４．０７ ８．２１
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出所：中国工業統計年鑑［２００４］により作成
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送り返す，③現地郷政府に加工費用を支払う，
という仕組みである。要するに，外資企業は現
地に直接投資しなければ，企業所得税が中国で
発生しないというメリットがある。
当初の「来料加工」は香港から材料，部品を
仕入れ，組み立て加工を行い，完成部品を香港
に返すという流れであった。ところが，１９９０年
代半ばになると，家電・ＯＡ機器関連のグロー
バル企業が現地に進出した後，加工工場の隣に
ユーザーが追随進出する事態が生じ，結果的に
は，「転厰」制度が形成された。つまり，製品
が最終的に輸出される場合，委託工場で完成し
た部品を外国に出し，再輸入せず，「転厰」の
手続きをすれば，直接ユーザーに供給できると
いう制度である。
１９９０年代半ばに入ると，台湾企業が欧米大手
企業からＯＥＭ受注を受け，他社ブランドの受
託生産を行うビジネスでスタートしてきた。そ
の後，台湾企業の技術力の向上につれ，設計ま
でのＯＤＭ生産も行っている。また，１９９６年コ
ネクター大手の鴻海がベアボーンと呼ばれる半
製品を手がけ，パソコン組み立てのトップメー
カーになった１１）。ベアポーンビジネスの拡大
に伴い，その出荷価格を削減するため，台湾企
業がデスクトップパソコンの生産を中国に移し，
その大陸生産比率は１９９９年以後急速に増えてい
る（水橋［２００１］：１５６～１５７頁）。
２０００年以降，米国国内で新しいビジネスモデ
ルとして発展してきたＥＭＳビジネスが中国華
南に徐々に浸透してきた１２）。これらの企業の
生産立地は，当初ＡＳＥＡＮに配置されたが，
次第に中国大陸に設置されるようになった。こ
の北米ＥＭＳ企業と対抗するために，台湾企業
が漸次ＥＭＳビジネスに移行する傾向が見られ
ていった。２００１年，ＥＭＳ企業の華南進出で，
中国企業が外資の下請け生産を通じ，モジュラ
ー生産を展開し始めた。かつて大量生産方式を
代表した国有企業に替わって，オープン・アー
キテクチャ製造とＩＴ技術を活用するローカル
企業が台頭し始めた。
改革開放初期には香港資本が繊維，衣服，日
用品部門を牽引し，この時期の製造業において
は，主に手工業生産と単純大量生産の生産アー
キテクチャを採用していた。しかし，ＯＥＭビ
ジネスが華南地域へ移転することによって，電
子関連製品および部品の集積が促進され，多数
のローカル部品メーカーとアセンブリーメーカ
ーが台頭している。そのように分厚い部品集積
と華南地域の低コスト，豊富・良質の労働者を
背景として，オープン・アーキテクチャが華南
地域に定着することが可能になった。
従来の国有企業は，企業が生産，製造として
の生産単位，社員福祉設備・学校・病院として
の生活単位，政府政策施行の政治単位となって
いる（南［２００２］：６０頁）。企業が過剰な負担を
受け持ち，市場競争において不平等な競争環境
で生き残るのは相当難しい。したがって，長年
経営不振によって設備投資と先進技術の導入が
困難になり，経営効率性も欠けている（林
［１９９８］）。このような背景で国有企業の非効率
なシステムではＩＴ化，ＯＥＭ／ＯＤＭ生産方
式の採用が遅れるのは当然であろう。
一方，近年，国有企業の再編で設立された集
団企業の上場子会社および民営企業は，外部か
ら電子部品やコンポーネント，原材料などを購
入し，それに自社で生産した汎用部品や材料を
加えて完成品を作り，そして，積極的に販路を
開拓し，市場を占領するという共通な発展プロ
セスを辿っている。これらの企業は最初，外資
製品・輸入品を分解し，それをモデルとして，
生産できない高機能を除いて，中国市場に適応
する基本機能・品質を有し，低価格の製品を作
り出している。
このような寄せ集め品は，中国の地方や農村
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に市場があり，①高機能以外，外観・デザイン
が外資製品と似ている，②品質が優れてないが，
低価格商品という特徴で，十分浸透することが
できるのである。これらの企業は外資企業と合
弁企業を設立し，それを通じて技術や経営ノウ
ハウを学び始めた。その後，オープン・アーキ
テクチャ製造の導入やＯＥＭ生産で出発してい
る。また，インターネットの普及につれて，Ｂ
toＢやＢtoＣなど電子商取引を積極的に利用し
ながら，中国企業に適応する人的資源管理制度
も導入した。結果的に，ローカル企業は，家電，
パソコン，携帯電話といった分野で，外資ブラ
ンドを押さえ，中国市場における支配的地位を
築き上げた。
広東省は，１９８０年代後半から外資企業を大量
に受け入れ，さらに１９９２年から加速した。それ
に刺激されたローカル企業が家電製品を中心に
短期間で生産体制を整えた。ＴＣＬ，格蘭仕な
どのローカル企業は，かつての単純大量生産方
式の基盤を生かし，外資企業の下請けで「進料
加工」との生産方式に適用することができた。
また，ＯＥＭ生産やオープン・アーキテクチャ
製造を通じ，製造技術と経営ノウハウを蓄積し
てきた。その後，外資企業の生産管理などの分
野における優れている点を選別・導入し，速や
かに市場対応型製品を開発し，独自な生産方式
と市場戦略によって，成長を遂げた。
３ 中国電子産業の第１次キャッチ
アップ
中国の電子産業は珠江デルタから台頭し，安
価・豊富な労働力が存在している優位性と集積
効果を活用しながら，外資企業の委託生産でア
センブリー技術を習得した。当初，多数のロー
カルメーカーでは，製品の品質や安定性に問題
が多かったが，外資企業との取引を通じ，技術
指導を受けることによって，次第に品質が向上
した。近年，ローカル企業が技術向上を図るた
めに，日本人技術者を引き抜くケースもよく見
られている。
電子産業の成長と共に，中国製造業全体の技
術進歩も無視できないのが事実である。世界銀
行の「労働生産性の国際比較」に基づき，１９９１
年から２００１年間の実質ＧＤＰ労働生産性上昇率
に関して，中国は年率６．８％を記録し，６０ヶ国・
地域の中で第１位であった１３）。中国は製造業
の国際競争力を向上させるために，「国債資金
技術改造事業」も実施し，１９９８年から２００１年ま
でに累計７００億人民元を投入した１４）。また，中
国科学省は全国２，０００社の製造業重点企業で
「製造業情報工程化」フロジェクトを実施し，
情報システムの導入・普及を図っている。さら
に，産官学提携の一環として，全国８４の「国家
工程研究センター」，６つの重点大学を中心と
する「国家技術移転センター」を通じて，企業
の研究開発能力と生産能力の向上を促進してい
る１５）。
こうして，安価の労働力と分厚い部品産業の
集積が，中国ローカル企業にコストの競争優位
をもたらしている。また，外資企業からの技術
の導入，オープン・アーキテクチャ戦略とＩＴ
化などがローカル企業の技術向上，生産規模の
拡大を促進し，多くのローカルアセンブリー企
業と部品メーカーは，家電・電子分野において
強い競争力を実現している。
電子産業のカラーテレビ，パソコン，携帯端
末分野における市場競争がほとんど同じドラマ
を繰り返している。上述３分野において，ロー
カルメーカーの成長プロセスは，大抵技術導入
からスタートし，短期間に生産能力を整備して
きた。そして，農村市場および中小都市，大都
市の低所得層を対象に低価格製品を売り込み，
その後，ローカルメーカーは資金力，技術力お
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よび人材の獲得を進展することによって，外資
を追い越し，市場シェアを獲得するようになっ
た。
以下では，中国のカラーテレビ，パソコン，
携帯電話分野における成長過程を分析し，産業
発展における第１次キャッチアップの特徴およ
び中国電子産業の成長実態を捉えておきたい。
 テレビ産業
中国のテレビ産業は，ラジオ関連部品や真空
管の試作からスタートした。１９６０年代に白黒テ
レビの生産が始まり，１９７０年代にトランジスタ
式のカラーテレビの試作に成功した。中国テレ
ビ産業の発展は大きく１９６０年代の草創期，１９７０
年代の模索期，１９８０年代の成長期に分けること
ができる。
１９５８年５月，北京テレビ放送局の設立が中国
テレビ放送のスタートであった。１９５８年３月，
天津無線電廠が第１台目の白黒テレビの試作に
成功し，小量生産を行った。コスト高や購買力
の低下，放送信号の地域限定性などの条件によ
って，１９７０年代までに白黒テレビの量産ができ
なかった。生産工場は天津無線電廠，上海広播
機材廠，南京無線電廠，上海無線電四廠など少
数の工場であり，年産量は約３，０００台前後に推
移した。
１９７０年代に入って，中国はトランジスタ式の
テレビを生産し始め，テレビの生産量は順調に
増加しつつある。１９７１年，天津無線電廠が中国
初のトランジスタカラーテレビの試作に成功し
た。それ以降，１９８０年までの９年間には中国の
テレビ産業において，合計５万台のカラーテレ
ビが生産された。しかし，この時期の国産カラ
ーテレビは音声と画質より，品質のほうが問題
であった。
１９７８年，第四機械工業部は広州で「全国品質
工作会議」を開き，テレビ品質の改善策を打ち
出した。そして，１９７９年に国家ラジオ・テレビ
総局はテレビ産業について，「品質第一」の方
針を明示し，中国テレビ産業の品質向上に重要
な役割を果たした。さらに，テレビ品質の向上
を図るため，１９８０年，政府に指定されたテレビ
メーカーは海外からテレビ生産ラインを導入し
た。その後，カラーテレビ生産ラインの導入が
活発化され，１９８７年には生産能力は２，０００万台
に達し，量的な拡大に伴って質も飛躍的に向上
した。テレビ産業は中国で速いスピードで発展
した産業の一つとなった。
このように中国のテレビ産業はキャッチアッ
プを行ったことによって，先進国テレビ製造業
との格差を縮小しようとしている。１９８７年，中
国のテレビ年間生産量は１，９３４万台で，日本を
抜いて世界最大のテレビ生産国となった。図３
－１に示すように，中国カラーテレビ産業は
１９８９年と２０００年を除き，高い成長率を記録した。
以下では，カラーテレビ産業の成長は第１次キ
ャッチアップを検討していきたい。
１） 技術の導入と生産能力の整備
この時期には，外資企業の中国進出に伴う技
術移転によって，中国カラーテレビ産業の急成
長に大きな影響を与えたのである。生産技術は
トランジスタからＩＣへ転換し，生産方式はコ
ンベア流れ作業方式へ進み，中国のテレビ産業
は大量生産の時代に入った。
１９８０年まで，中国のテレビ生産は主に天津，
上海，北京などの国有企業によって行われてお
り，生産規模も小さかった。当時中国電子工業
部は北京電視機厰（牡丹ブランド），天津通信
広播公司（北京ブランド），上海電視一厰（金
星ブランド）をカラーテレビの組み立てメーカ
ーとして指定し，この３社にそれぞれ年産１５－
２０万台の生産ラインを認定した。１９７８年末，中
国政府はカラーテレビの量産技術と部品技術の
導入を計画し，日本企業に技術移転の協力を要
キャッチアップと産業発展
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請した。その後，中国各地にプラント輸出，技
術供与，合弁企業の設立などの動きが活発化し
た。
一方，１９８０年代以降，中国は家電の消費ブー
ムを迎え，カラーテレビへの需要が急増した。
これに対して，地方政府は，管轄下の白黒テレ
ビ企業に積極的な投資を行い，カラーテレビの
生産ラインを次々と導入した。
カラーテレビはブラウン管，プリント基板，
チューナー，フライバックトランス，スピーカ
などの部品から構成されている。カラーテレビ
のアセンブリーラインは主に，プリント基板実
装ライン，副プリント基板の組み立てライン，
ＩＣ挿入ライン，ブラウン管，キャビネット組
み立てラインに分けられている（表３－１）。
カラーテレビの基幹部品と組み立てラインの
導入状況を見ると，陜西省咸陽顕像管廠は１９７８
年にカラーブラウン管製造のプラント（日立），
ガラスバルブブランド（旭硝子），蛍光体ブラ
ンド（大日本塗料），シャドーマスクブランド
（大日本スクリーン）を導入し，１９７９年には，
日本から３つのカラーテレビ組み立てライン，
チューナー，プリント基板などの部品生産ライ
ンも導入した。
当時の中国カラーテレビ市場では，独占的な
大企業が存在せず，部品を外国からの輸入に依
存し，国内で組み立てさえすれば，市場に参入
できるのが現状であった。また，地方政府が財
政の自主権を持ち，カラーテレビ生産ラインの
投資規模が比較的に大きくないことで，当時，
全国２７地域の７６社は，海外から８０本のカラーテ
レビ生産ラインを導入した。１９８５年までに，全
国には，合計１１３本のカラーテレビラインが稼
動され，カラーテレビの生産量が４００万台に達
したのである１６）。
この時期において，ローカル企業は，外資企
図３－１ 中国カラーテレビ生産量の推移
出所：『中国電子工業年鑑』各年版により作成
表３－１ カラーテレビのアセンブリー工程
第１工程 第２工程 第３工程 第４工程 第５工程
部品・デバイスの挿入 プリント基板の調整 完成品の組み立て 映像調整 最終検査
プリント基板にＩＣと
部品を挿入
引き線，溶接などの
補修
ブラウン管，副プリ
ント基板の組み立て
音声，画像など
の調整
絶縁，外観など
の検査
出所：現地調査により作成
１５２
業の製品設計図を模倣し，生産を行った。カラ
ーテレビメーカーは，外資技術を採用すること
によって，製品の技術面における差別化がなく，
ブランドの確立が容易になった。したがって，
政府のカラーテレビ生産計画リストにランクイ
ンした５８社のカラーテレビメーカーは，各自の
ブランドで展開する状態であった（表３－２）。
要するに，かつての計画経済下で，企業は政府
の統一計画に基づき生産を行っており，企業間
競争が存在していなかったのである。また，政
府はカラーブラウン管の配分によって，全国カ
ラーテレビ企業の生産，企業間の分業をコント
ロールした。この時期は，中国カラーテレビ産
業の誕生期であり，技術の導入期である。カラ
ーテレビ企業が主に，プラントと技術の導入・
吸収を行い，アセンブリー技術の向上や量産体
制の構築に努力していった。
１９８５年，中国電子工業部と他の政府機関によ
り，「カラーテレビ国産化会議」が開かれ，カ
ラーテレビおよび部品，原材料，生産設備を含
む産業全体の国産化政策が打ち出された。カラ
ーテレビの国産化において，部品企業は汎用部
品の試作に注力した。一方，アセンブリー企業
は，汎用部品の組み立てやカラーテレビ機能の
最適化を工夫した。しかし，基礎研究と部品発
展の遅れは，かつて中国電子産業の発展史に残
された大きな課題であり，カラーテレビ部品の
国産化に大きな影響をもたらしていた。
１９７８年以降，電子産業の構造調整が行われ，
電子部品は電子産業における製品比率の６割に
占めたにもかかわらず，製品品質の問題でカラ
ーテレビの生産需要に対応できなかった。した
表３－２ 中国におけるカラーテレビ生産ラインの導入（年産２０万台以上・１９７８～１９８５年）
地域 企業名 技術導入先 年産能力（万台） 自社ブランド
北京 北京電視機廠 松下電器 ドイツＴＥＭＩＣ ４６．５ 牡丹
東風電視機廠 三洋電器 松下電器 ３０ 崑崙
天津 天津無線電廠 ＪＶＣ ３０ 北京
天津電視機 東芝 ６３ 長城
河北 石家庄電視機廠 日立 ２３ 環宇
遼寧 遼寧無線電八廠 ＪＶＣ 松下電器 ２５．５ 金鳳
丹東電視機廠 ＪＶＣ １８ 菊花
瀋陽電視機廠 ＪＶＣ ２１ 瀋陽
大連電視機廠 東芝 ２４ 星海
吉林 長春無線電廠 三洋電器 フェリプス ３３ 梅花鹿
黒竜江 佳木斯電視機廠 三洋電器 ＪＶＣ ２５．５ 竜江
上海 上海電視一廠 日立 ２０ 金星
江蘇 南通電視機廠 ＪＶＣ ２１ 三元
福建 福日電視機有限公司 日立 ３８ 福日
福建電視機廠 香港鳳年 ２０ 珊瑚
厦華公司 香港康力公司 ソニー ６０ 厦華
広東 海口市無線電六廠 香港港僑 ２０
四川 成都無線一廠 ＮＥＣ 三洋電器 ３６ 成都
長虹機器廠 松下電器 ４５ 長虹
重慶無線電三廠 三洋電器 ２０ 紅岩
資料：『中国電子工業年鑑』１９８６年版
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がって，カラーテレビ産業において，１９８５年以
後，チューナーやフライバックトランスなどの
部品製造ラインが導入され，ＩＣなどのコア部
品は輸入に依存し続けるのであった（表３－３）。
一方，輸入の急増は生産ラインの重複投資と
稼働率低下などの問題をもたらした。１９８６年，
カラーテレビに関する輸入規制策が公布され，
中国カラーテレビ市場における深刻な品不足が
発生した。特に，カラーテレビのアセンブリー
能力の増加に対し，ブラウン管の供給は対応で
きず，カラーテレビ生産量の拡大は大きく制限
された。政府は，ブラウン管のような投資負担
の大きい基幹部品に関して，指定した国内企業
にプラントを導入すると同時に，外資企業によ
る現地生産に求めた。１９８６年，上海彩色顕像管
廠（東芝からブランド導入）や北京松下彩色顕
像管の２工場を立ち上げ，既存ブラウン管工場
の生産能力の拡大などの措置を通じ，カラーブ
ラウン管の生産能力を一気に拡大した。１９８７年
以降，カラーテレビ用ブラウン管や汎用部品の
国産化が実現され，華僑資本とローカル資本が
カラーテレビアセンブリー分野へ参入し，カラ
ーテレビ生産量の急増を促進したといえよう
（表３―４）。
この時期において，カラーテレビ価格の自由
化は生産量の拡大に大きく貢献した。当初，カ
ラーテレビの価格は政府の公定価格によって設
定された。しかし，１９８０年代の半ばから拡大し
つつある需要に対し，カラーテレビの品不足が
深刻になった。供給不足により値上げの圧力が
高まる中で，政府は１９８８年５月に浮動価格制を
導入し，２０％範囲内の値上げが可能となり，さ
らに，１９８９年に「専営制」が導入され，カラー
テレビの販売は「専営許可証」のある国営販売
店に限定された。結果的には，カラーテレビの
販売は冷え込み，生産メーカーの在庫増加が深
刻になった。１９９２年に価格統制が廃棄され，価
格と流通に自由化が実現された（表３－５）。
２） 既存技術の整合
１９９２年以降，外資企業が中国に大規模な進出
することによって，ブラウン管の他に，ガラス
バルブ，シャドーマスク，偏向ヨーク，フライ
表３－３ １９８０年代中国カラーテレビメーカーのＩＣ採用状況
製造元 国産ブランド 機種 製造元 国産ブランド 主要機種
松下 長虹 GJ37A GJ47A ＪＶＣ 北京 838
パンダ TC817N 星海 7175
牡丹 TC47C3 三洋電器 孔雀 KQ―47―39
美樂 47CB805 紅岩 S2―417
楽華 TC―219DH 黄山 AH4724C―1
東芝 康佳 T953P 崑崙 S373
北京 8306 シャープ 金星 C4715
金星 C437 パンダ DB47C4
黄河 HC47―2 美楽 DS53C―2
華南 XC5012 凱歌 4C4701
日立 福日 HFC―450G フィリップス 金星 512
金星 C47―1 飛躍 Mar―47
飛躍 37D1―2 百合花 CD―37―2
環宇 47C―2 孔雀 KQ―47―16
出所：謝［２００４］，１６７頁により作成
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ドバックトランス，リニアＩＣ，プリント基板，
チューナーなどの主要部品が現地で生産される
ようになった。
１９９５年，国内のカラーテレビメーカーは９６社
となり，その生産能力は４，４６７万台に上ったが，
実際の生産台数は２，１００万台前後で，稼働率は
４６％に過ぎなかった。そのような過剰生産能力
と地方カラーテレビメーカー乱立の状況で，
１９９６年３月，長虹は２１インチのテレビを８－
１８％値下げすると宣言し，カラーテレビ市場で
「価格戦争」の口火を切った。その後，他社も
追随し，激しい価格戦争が繰り広げられ，現在
も続いている。その結果，経営不振に陥る企業
が増え，業界再編が急速に進んでいる。
一方，１９９６年の価格競争で長虹は，長年の市
場トップブランドである松下から中国テレビ市
場シェア首位の座を奪っており，「カラーテレ
ビ王者の長虹」およびローカルテレビブランド
の時代を迎えるようになった（表３－６）。当時，
外資企業は，完成品分野において苦戦したとは
いえ，基幹部品や素材の生産に安定的にシェア
を拡大しつつあり，ローカル企業と棲み分け分
業体制が構築された。
この時期において，ローカルテレビ企業は規
模の経済による価格優位で，市場シェアを維持
する一方，技術学習，既存技術整合の動きもみ
られた。たとえば，リモコンの採用によってチ
ューナーを使用せずに，音量，チャンネルの調
節が可能になり，出入力端子の設計，２画面機
能などの技術改善が行われた（表３－７）。
表３－４ カラーテレビ部品技術の導入事例
企業名 導入先 年産能力（万個）
チューナー 天津無線電元件五廠 松下電器 ５０
甘敬東電視配件廠 ＮＥＣ ５０
上海金陵無線電廠 シャープ ５０
湖南長沙方群実業 香港 ５０
武漢電子配件廠 ミツミ電機 ５０
重慶無線電測定機器廠 三洋電器 ５０
フライバックトランス 甘敬東電視配件廠 松下電器 ５０
重慶無線電六廠 三洋電器 ４５
天津第一変圧器廠 松下電器 ５０
ブラウン管 陜西咸陽顕像管廠 東芝 １６０
上海彩色顕像管廠 東芝 １００
ガラスバルブ 安陽ガラス廠 住友電気硝子 ４６０
中国紅光電子管廠 旭硝子 ３００
資料：『中国電子工業年鑑』１９８７～１９８９年
表３－５ カラーテレビの販売価格推移（元）
サイズ
価格統制 浮動価格制 価格自由化
８１年７月 ８２年１２月 ８５年４月 ８８年５月 ８９年１月 ９０年３月 ９２年２月
１４インチ １，２００ ９９８ ９９８ ９９８～１，１９０ １，６９０ １，２５０ １，１８０
２０インチ １，８００ １，５００ １，５００ １，５００～１，９００ ２，８００ ２，２００ １，８３０
２２インチ ２，０００ １，７００ １，７００ １，７００～２，１００ ３，０００ ２，６００ ２，２５０
出所：丸川［１９９６］，『中国物価年鑑』により作成
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３） 産業転換期
１９９０年代後半の中国カラーテレビ産業では生
産量の増加と同時に，業界の利益率が低下しつ
つある。２０００年に入ると，過度な値下げ競争に
よって，カラーテレビ価格が大幅に下落し，ブ
ラウン管メーカー８社は共同で一時生産停止を
行った。カラーテレビの生産台数は前年比８％
減になり，１９８９年以来，初の生産量減少となっ
た。
また，中国主要カラーテレビメーカー６社の
収益率を見ると（表３－８），１９９９年，業界トッ
プシェアを争う康佳，長虹，ＴＣＬの３社が圧
倒的な生産能力と販売台数で５％前後の利益率
を維持している。一方，海信，創維などの業界
中堅メーカーが大手メーカーの値下げに追随し，
収益が急速に低下，利益率１％台のテレビメー
カーも見られ始めた。
２００３年に入ると，ＴＣＬが企業買収や多角化
経営を行い，４．３％の利益率を維持したが，ほ
かの５社の利益率がいずれ１％台あるいは１％
台以下に転落してしまった。つまり，中国カラ
ーテレビ産業における価格競争で，研究開発の
重要性を配慮することにも遅れてしまう可能性
がある。激しい値下げ競争で，少数の企業が規
模の経済とコストの優位で低利益率経営を存続
しようとしても，長く維持できず，結局，新た
な技術を採用する製品の開発，新製品の投入に
注力しなければならないと指摘したい。
中国はカラーテレビの生産量を拡大するにも
かかわらず，カラーブラウン管は，彩虹を除く，
ほとんど外資合弁企業によって生産されている
（表３－９）。これらの合弁メーカーは１９９０年代
初めからブラウン管生産をスタートし，長年，
中国カラーテレビコア部品分野を寡占している。
一方，高額な設備投資が参入のハードルになり，
ローカルメーカーがブラウン管生産に参入しに
表３－６ カラーテレビブランド別国内市場販売シェア（％）
１９９４年 １９９６年 １９９８年 １９９９年 ２００１年 ２００３年 ２００４年（１－１１月）
１位 松下（１４．７） 長虹（２０．５） 長虹（１４．９） 康佳（１５．９） 長虹（１６．７） 康佳（１６．５） 康佳（１５．６）
２位 康佳（１１．０） 松下（１３．３） 康佳（１３．５） 長虹（１３．２） ＴＣＬ（１４．１）長虹（１５．５） 長虹（１４．５）
３位 熊猫（１１．０） 康佳（１２．２） ＴＣＬ（９．４） ＴＣＬ（１１．０）康佳（１３．９） ＴＣＬ（１２．７）ＴＣＬ（１３．５）
４位 長虹（５．０） 北京（７．１） 海信（７．０） 海信（８．５） 海信（１０．３） 創維（１０．３） 創維（１２．３）
５位 北京（４．０） ＴＣＬ（６．２） 海爾（６．４） 海爾（７．８） 創維（６．６） 海信（８．９） 海信（１０．３）
出所：『中国統計年鑑』，ＣＣＩＤデータの資料により作成
表３－７ カラーテレビ技術整合の事例（１９９６～１９９８年）
改善項目 企業名 開発時期
液晶テレビ 河北騰飛 １９９６年５月
プラズマテレビ 中山嘉華 １９９８年５月
ワイド型（画面アスペクト比１６：９） 康佳 １９９８年５月
スーパーセールテレビ 康佳，ＴＣＬ １９９８年６月
音声コントロール 中山嘉華 １９９７年４月
二画面機能 康恵 １９９６年７月
厦華 １９９７年１１月
衛星放送テレビ 創維 １９９７年５月
出所：謝［２００１］により作成
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くくなる。たとえば，唯一ローカルブラウン管
メーカーの彩虹集団は１９８２年に第１期投資も
７．５億元を超え，そのうち，ブラウン管のアセ
ンブリーが７６０万ドル，ガラスバルブが９３６万ド
ル，シャドーマスクが８７９万ドルという投資額
である（謝［２００４］）。勿論，ブラウン管製造だ
けではなく，リニアＩＣの設計と製造に参入す
るためには資金の壁を越えなければならない。
ローカル企業はコア部品技術不在による低収
益の苦境から脱出するために，企業提携・買収
を通じて，コストダウン，音声・映像処理技術
の向上などの分野に注力せざるをえない。
２００４年４月，ＴＣＬは，カラーテレビ事業で
仏トムソンとの合弁会社（ＴＴＥ）を設立した
（ＴＣＬ国際が６７％，トムソンが３３％）。さら
に，２００５年８月，ＴＣＬ多媒体はトムソンから
３３％のＴＴＥ株を獲得し，ＴＴＥを子会社した。
これにより，ＴＣＬ国際は世界市場で低価格な
資材調達が可能となり，トムソンが持つテレビ
関連特許権，販売網の使用権利を獲得した。ま
た，ＴＣＬはデジタルテレビの３Ｃ戦略（Com-
puting，Contents，Connectivity）を打ち出し，
米国のジェネシス（世界トップのＩＣチップ製
造メーカー）と提携することによって，高解像
度テレビ用ＩＣチップの開発を図っている。
一方，２００１年以降，液晶，プラズマテレビを
代表とする薄型テレビ市場の急成長によって，
ブラウン管テレビは衰退期に入り，中国低所得
地域の市場に絞られつつある。
中国カラーテレビ産業における第１次キャッ
チアッププロセスを見ると，激しい市場競争に
よる量的拡大と質的向上が実現された。しかし，
表３－８ 主要カラーテレビメーカーの売上利益率（億元）
１９９９年 ２００３年
企業名 売上高 利益 利益率（％） 売上高 利益 利益率（％）
ＴＣＬ集団 １３２．４ ６．８ ５．１％ ３８２．０ １４．２ ４．３％
康佳集団 １３１．５ ６．２ ４．７％ １２８．１ １．３ １．０％
四川長虹集団 １３０．５ ６．７ ５．１％ １５８．１ ２．８ １．８％
海信集団 １０６．５ ２．３ ２．２％ ２２１．１ ３．１ １．４％
創維電子 ３３．７ ０．３ １．０％ １０２．８ ０．９ ０．９％
厦華電子 ４４．７ １．０ ２．２％ ６７．８ ０．７ １．０％
出所：「中国電子百強企業」のデータベースにより作成
表３－９ 中国の８大ブラウン管メーカー
所有形態 技術導入先 稼働年
彩虹電子 国有 日立・東芝 １９８２年
北京松下彩管 合弁 松下 １９９０年
上海永新 合弁 東芝 １９９０年
深セン三星 合弁 サムソン １９９７年
トムソン佛山 合弁 トムソン １９９１年
賽格日立 合弁 日立 １９９０年
長沙楽金 合弁 ＬＧ １９９４年
南京華飛 合弁 ＰＨＩＬＩＳ １９９０年
出所：『中国電子工業年鑑』１９９９年，各種報道により作成
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コア部品産業の発展の遅れにより，中国のカラ
ーテレビ産業は低利益率の現状下で生産量を拡
大しつつあり，決して成熟する産業とはいえな
いであろう。したがって，中国カラーテレビ産
業の第１次キャッチアップは既存技術の整合段
階に止まっていると規定しておきたい。ただし，
セロからスタートした中国カラーテレビ産業に
は貴重な経営ノウハウ，製造技術，裾野産業技
術の蓄積ができ，今後，薄型テレビ産業におい
て，キャッチアップの加速と技術の向上につな
がると考えられる。
 パソコン産業
中国における電子計算機の研究開発は１９５０年
代から始まり，１９５８年に開発された１０３型小型
電子管汎用デジタル電子計算機は中国初のコン
ピュータであった。１９６３年に，大型トランジス
タ計算機，１９７４年に，中国初のマイクロコンピ
ュータＤＪＳ０５０型が開発され，北京，天津，
江蘇，山東などの地域において少量生産を開始
した。１９８０年代までに，中国は米国製機種のコ
ピーによって，ミニコンピュータや大型機のよ
うな汎用機器の分野を中心に，研究開発が行わ
れた。一方，中国におけるパソコン（パーソナ
ルコンピュータ）産業の発展は外国製品の輸入，
代理販売という形態でスタートした。以下では，
中国パソコン産業の第１次キャッチアップを検
討してみる。
１） 技術導入と生産能力の整備
１９８０年以降，政府は外資企業から５０本以上の
パソコン組み立てラインを導入し，パソコン年
産４０万台の生産能力を整えた。また，プリント
基板，キーポートなど，パソコン関連機器生産
ライン３０本以上が導入され，初期のパソコン産
業は形成された（表３－１０）。
これらの生産ラインに対し，技術の学習・吸
収が行われた一方，パソコン生産は従来のＳＫ
Ｄ方式からＣＫＤ方式へ進み，部品の国産化が
パソコン産業の発展目標として提起された。当
時，各地に立地するパソコン工場は政府の認可
を受け，集積回路とパソコン周辺機器の製造装
置を導入し，従来のパソコン開発・生産工程か
らアセンブリー工程へ集中する動きがみられた。
技術導入と吸収した結果，パソコン部品の国産
化が図られた。たとえば，中国語言語処理シス
テムを用いるパソコン（長城０５２０ＣＨ）が１９８５
年に開発され，採用された部品の５割が国産部
品であった。
１９８６年からスタートした第７次５ヵ年計画で，
コンピュータ産業が重要な産業として指定され
たことにより，コンピュータメーカーは税制・
資金面における様々な優遇措置を享受し，特に，
資金調達において，コンピュータメーカーは政
策融資および政府の指示から得た銀行からの融
資をし始めた。
また，政府は，電子産業を発展させるために，
表３－１０ パソコンの技術導入状況（１９８５年）
企業名 導入方式 導入先 製品型 年産能力（台） 稼働日
北京計算機三廠 アライアンス 米国 ＢＣＭⅢ ０５２０Ｃ １０，０００ １９８５年
福建計算機公司 アライアンス 米国 ＢＬ－０５２０ １０，０００ １９８５年
福建計算機公司 技術導入 イタリア Ｍ－２４ ５０，０００ １９８５年
瀋陽計算廠 技術導入 米国 Altx６８００ ３，０００ １９８５年
雲南電子設備廠 合資 イタリア Ｍ－２４ １０，０００ １９８５年
西南計算機工業公司 アライアンス 日本・米国 ０５２０Ｃ ６０，０００ １９８５年
出所：『中国電子工業年鑑』１９８６年版
１５８
毎年の財政予算から１億元の「電子工業発展基
金」を設け，企業所得税の減免なども行った。
さらに，パソコンの輸入関税を１９８６年に１１４％
までに引き上げ，国内パソコン産業の保護やパ
ソコンの国産化率の引き上げなどを促進した。
こうした政策の実施によって，ローカルパソコ
ンメーカーの成長がみられ，１９９０年代の初めか
らパソコンの国産化が実現されている。しかし，
ローカルパソコンメーカーはいずれも生産規模
が小さく，当時，外国ブランドに太刀打ちでき
ない状況であった。
この時期において，中国のパソコン市場は生
産台数が１９８１年の１４０１台，１９８５年の３万７千台，
１９９０年の７万５千台まで急増してきた。パソコ
ン市場の草創期における対外開放不足や市場規
模が小さいことで，ローカルパソコンメーカー
はパソコン市場を主導していた。一方，聯想，
長城計算機などのＩＴ企業がこの時期に設立さ
れ，中国パソコン産業の形成に大きく貢献した。
聯想の前身は，中国科学院計算技術研究所が
１９８４年に設立した「中国科学院計算技術研究所
新技術発展公司」であった。１９８６年に，既存の
パソコンに中国の使用環境を加えた「聯想漢字
カード」を開発し，一気に市場シェアの拡大を
果たした。１９８７年以降，聯想はＡＳＴ社やＨＰ
社製品の中国市場の販売代理となり，経営管
理・マーケティングなどのノウハウを吸収した。
聯想は１９８９年に中国で初めてＣＰＵにインテル
社２８６を搭載したパソコンを開発したことによ
って，８０％の市場シェアを占め，短期間で国内
パソコン市場を握るようになった。
中国パソコン市場の拡大につれ，外資企業は
従来，事務所の設立や代理商を通じて，製品販
売を行った形態から徐々に合弁・独資企業の設
立へ変化し，中国における長期的な市場戦略を
取りこみ始めた。１９９０年，政府は国内パソコン
技術を発展させるために，輸入関税を引き下げ，
輸入「許可証制度」（ライセンス）を廃止する
ことに踏み切り，外資メーカーに対し，市場開
放を宣言した。１９９２年の「南巡講話」以降，ア
メリカのＩＢＭ，コンパック，ＨＰ，アップル，
マイクロソフト，台湾のエイサーが中国市場に
表３－１１ 中国電子産業の生産高に占める計算機産業の比率
年度
電子産業 計算機産業 パソコン
生産高（億元） 生産高（億元） 電子産業に占める比率（％） 生産台数（万台）
１９８６ ３１１．５ １２．８ ４．１１％ ４
１９８７ ４４３．６ ２０．８ ４．６９％ ５
１９８８ ５８０．３ ３２．２ ４．８２％ ５
１９８９ ６５８．２ ４２．１ ６．４０％ ６
１９９０ ６９８．１ ３５．５ ５．５９％ ８
１９９１ ８８６．３ ６１．８ ３７．９０％ １０
１９９２ １０８６．８ １０７．０ ７．００％ １１
１９９３ １３９５．６ １２７．９ ９．８５％ ６４
１９９４ １８６１．７ １７１．３ ９．１６％ ８８
１９９５ ２４７０．９ ２５９．８ ９．２０％ ７５
１９９６ ３０４２．５ ４４９．５ １０．５０％ １２３
１９９７ ３６００ ５３１．７ １４．８０％ １３８
１９９８ ５４８２ ９７３．４ １４．８０％ ２９９
資料：『中国電子工業年鑑』各年版
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本格的に参入し，パソコンの生産台数が急増し
てきた（表３－１１）。
「中国電子報」によると，１９９１年の中国パソ
コン市場の販売総額は５５．１億元（１９８０年の５．２
億元），パソコンの販売台数は１２０万台，ローカ
ルメーカーが市場シェアの６７％を占めていたの
である（李［２００４年６月］）。しかし，ローカル
メーカーの栄光は長く続かなかった。外資企業
が中国へ大規模の進出に伴い，国内メーカーの
市場シェアが一気に下落し，１９９５年にはローカ
ルメーカーの市場シェアが２０％までに落ち込ん
だのである。
この時期において，政府は，金融，税関など
の政府部門の情報化プロジェクト（三金工程）
を通じ，社会の情報化を促進し，ソフトウエア
産業，情報サービス業も著しく発展してきた。
また，パソコンおよび関連製品の輸出が活発化
され，パソコン産業の規模拡大につながったと
考えられる。一方，中国には多数の民営ＩＴメ
ーカーが誕生し，パソコン市場に参入すること
によって競争が一層激しくなった。
ＯＥＭから発展してきた国内メーカーが外資
から技術と経営ノウハウを吸収し，自社ブラン
ドでパソコンを販売し始めた。１９８０年代，中国
製パソコンの技術レベルは当時の外資製品と比
べ，２～３世代の遅れがあった。ところが，
１９９０年代の後半から，インテル製最新のＣＰＵ
チップを搭載する中国ブランドのパソコンが市
場に投入され，製品性能の向上がみられていた。
特に，インテルのＣＰＵ交替につれ，聯想と
北大方正は，MMX Pentium，PentiumⅡを搭載
するパソコンが一気に値下げし，価格競争を通
じ，再び国内市場におけるローカルブランドの
復権を果たした。１９９６年，国内のパソコン販売
台数は１８０万台になり，そのうち，ローカルメ
ーカーが４０％の市場シェアを占めていた。さら
に，聯想は１９９７年に２０万台の販売シェアをあげ，
ＩＢＭから国内首位の座を奪還し，ノートパソ
コン分野においても，東芝を抜いて国内市場ト
ップブランドの座に着いた（表３－１２）。
２） 既存技術の整合
パソコン産業は，コア部品と応用ソフトが外
部から調達でき，製品技術とアセンブリーコス
トにさえ工夫すれば，競争力に結びつけられる
という産業特性を有している。ローカルメーカ
ーはキャッチアップを通じて，パソコンのスペ
ックにおいて，外資製品との格差を相当縮めて
きた。また，低価格戦略に加えて，アフターサ
ービス，販売ルートなどの面においても外資企
業より競争優位を有している。一方，外資製品
は価格競争力の優位性を持たず，ブランド力に
よる製品差別化を図るしかないのであろう。
低価格のパソコン製品に対抗するために，中
国市場の事業展開に遅れた世界の大手パソコン
企業は，１９９７年以降，中国国内での生産を本格
化し，生産コストの削減を図った。デルが１９９８
表３－１２ ブランド別中国パソコン市場シェアの推移
順位 １９９６年 １９９７年 １９９９年 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年
１位 COMPAQ９．２％ 聯想 １０．７％ 聯想 ２１．５％ 聯想 ２７．５％ 聯想 ２７．３％ 聯想 ２６．０％ 聯想 ２５．１％
２位 IBM ６．９％ IBM ７．５％ IBM ６．２％ 方正 ８．９％ 方正 ８．４％ 方正 ９．０％ 方正 ９．９％
３位 聯想 ６．９％ COMPAQ６．７％ 方正 ５．９％ 同方 ８．１％ 同方 ６．４％ DELL ８．２％ 同方 ７．８％
４位 HP ６．７％ HP ６．５％ HP ５．６％ IBM ４．２％ DELL ６．０％ 同方 ６．６％ DELL ７．２％
５位 AST ５．２％ 同創 ５．７％ 長城 ３．８％ DELL ３．９％ IBM ５．５％ IBM ４．８％ IBM ５．１％
上位ローカル３社の合計シェア ３７．４％ ４４．５％ ４２．１％ ４１．６％ ４２．８％
出所：１９９６年，９７年は「中国電子報」，１９９９，２００１は「聯想集団年報」（原データはＩＤＣ），２００２－２００３は慧聡統計，２００４年は
米ガートナー社の発表により
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年にアモイで製造拠点を建設し，中国市場での
販売に踏み切った。ＩＢＭは中国国内ＰＣ市場
で完成品の競争よりむしろソフトウエアとハイ
テク技術の開発に集中していた１７）。ＨＰはロ
ーカルメーカーの販売網を利用し，中国市場で
の事業展開をスタートした。また，２０００年以降，
ＩＢＭ，ＨＰ，サムソンが中国に大規模の投資
を行ったのと同時に，東芝，ソニー，ＮＥＣな
どの日系企業，エイサー，輪飛，華碩などの台
湾企業も積極的に中国事業を取り込んでおり，
中国のパソコン市場では，国内ブランドと外資
ブランドの競争が徐々に激しくなってきてい
る１８）。
外資企業はローエンド製品分野における価格
競争から脱出し，高付加価値の分野へ集中しつ
つある。したがって，ローカルメーカーがデス
クトップパソコン市場を独占する状態になり，
生産・販売を一層拡大した。こうして，１９９９年
の上半期，中国市場におけるローカルブランド
の販売台数は，１４０万台に達し，市場シェアの
７４．２％を占めるようになった。
ローカルパソコンメーカーの量産拡大や値下
げ販売は，中国におけるパソコンの普及を牽引
しているといえよう。図３－２に示すように，
中国のパソコン保有台数を見ると，１９９６年に
５４２万台に過ぎなかったが，聯想，北大方正の
パソコン値下げによって，２０００年には２，４２３万
台に達した。一方，大都市におけるパソコン生
産量の拡大と保有台数の急増に伴い，市場需要
の伸びも鈍化しつつあり，パソコンメーカー間
の値下げ競争も一層激しくなっている。表３－
１２に示すように，中国市場における主要ローカ
ルブランドのシェアがピークの２００１年以後，横
ばいし，低下する傾向も見られている。
中国のパソコンメーカーが，マイクロソフト，
インテルから基本ソフトとＭＰＵを採用し，パ
ネルメーカーから液晶モニター，台湾ＩＴ企業
からパソコン関連部品を調達し，自社工場で組
み立てするという流れである。したがって，パ
ソコン製造はアセンブリー産業としての比重が
高く，高付加価値を取りにくい商品になってい
る。
一方，ノートパソコンはデスクトップパソコ
ンのような高度のオープン・モジュール性を持
たず，専用部品を採用する統合型構造を要求し
ている。デルなど大手外資パソコン企業がいち
早くデスクトップパソコンからノートパソコン
へシフトし，中国ノートパソコン市場において
大きなシェアを占めている。ローカルメーカー
は，ノートパソコン分野における技術蓄積の不
足と研究開発の遅れによって，聯想を除く，外
資ブランドにまだ太刀打ちできない状態である。
図３－２ 中国におけるパソコンの保有台数と生産台数の推移（万台）
出所：『中国電子工業年鑑』各年版
キャッチアップと産業発展
１６１
0
1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004
20
40
60
80
100
120
140
160
180
200 70％ 
60％ 
50％ 
40％ 
30％ 
20％ 
10％ 
0％
販売台数 伸び率
現在，多数のローカルメーカーがノートパソコ
ンに参入し，急速にキャッチアップを行ってい
る（図３－３）。
３） コア技術の獲得
北大方正，清華同方，清華紫光などの大学発
ベンチャー企業が１９９０年代半ばに設立され，中
国パソコン市場の拡大と共に，急成長を遂げた
（図３－４）。中国国内パソコンの出荷台数は
２００２年（７～１２月期）に日本を抜いて，世界第
２位となった１９）。中国パソコン産業の成長に
おいて，多数のローカルメーカーが市場に参入
し，激しい値下げ競争に伴う販売促進活動など
の点を見ると，ほとんどカラーテレビ産業と同
じ成長パターンを辿っていると指摘しておきた
い。ただし，中国は早い時期にコンピュータ技
術の研究を行ってきており，技術と人的資源の
蓄積ができ，短期間でパソコン製造技術の吸収
ができたといえる。
しかし，ローカルパソコン企業トップ２社の
売上高に対する利益率の推移を見ると，聯想と
北大方正はそれぞれ６．７％（２００２年），４．６％
（２００３年）を記録した後，両社の利益率が共に
低下し始めている。一方，２００２年以降，ローカ
ル主要パソコンメーカーの平均利益率が，低下
の一途を辿り，現在約２．５％前後に推移してい
る。このような状況を生じた理由としては，パ
ソコン産業における参入企業の増加や値下げ競
争の点にあると考えられている。また，売上高
に対するＲ＆Ｄ比率において，１９９９年～２００５年
の間に，聯想が平均２．８％のＲ＆Ｄ比率に対し，
北大方正は４．６％のＲ＆Ｄ率を維持している。
特に，２００３年から，ローカルパソコン企業がノ
ートパソコン産業へシフトし，研究開発投入の
増加傾向が見られている（図３－５，図３－６）。
２００４年，中国都市部家庭におけるパソコンの
保有台数は３３％に過ぎず，今後，都市部の所得
が増加するにつれ，パソコン市場がさらに拡大
すると考えられている。要するに，市場のニー
ズは，デスクトップＰＣからノートブックＰＣ
へ切り替わり，そして，従来の重いタイプから
薄型・軽量タイプ，デザインの多様化，デジタ
ル家電機能を有するパソコンへの進展になると
予想されている。さらに，インターネットの普
及による低価格・ネット販売が活発化され，中
国のＰＣ需要を一層増加することに疑いないで
あろう。
以上の分析に基づき，中国パソコン市場の成
長につれ，ローカルパソコンメーカー間の競争
がますます激しくなり，パソコン販売価格の下
落による企業収益低下のリスクを無視できなく
図３－３ 中国におけるノートパソコンの販売台数推移（万台）
出所：『中国電子工業年鑑』各年版により作成
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図３－４ 中国主要パソコンメーカーの売上高推移（億元）
出所：『中国電子工業年鑑』各年版により作成
図３－５ 中国主要パソコンメーカーの利益率推移（１９９９年～２００５年）
出所：『中国電子工業年鑑』各年版により作成
図３－６ 中国主要パソコンメーカーのＲ＆Ｄ率推移（１９９９年～２００５年）
出所：図３－５と同じ
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なるだろう。上記ローカルパソコンメーカーの
利益率推移を見ると，価格競争オンリーがもた
らした経営環境の悪化という兆しがすでに出始
めていると強調したい。一方，中国パソコン市
場において，デルは唯一急成長している外資ブ
ランドとして注目され，２００４年の中国パソコン
市場で７．２％のシェアを示した。今後，ローカ
ルブランドの低価格ＰＣとの価格競争を続ける
と予測され，外資ブランド製品の品質やサービ
スを低下する可能性が十分ある。一例として，
デルは，２００４年８月に中国のローエンドパソコ
ン市場から撤退し，ハイエンドパソコン市場や
サーバー市場に特化する方針を打ち出している。
２００４年１２月，聯想はＩＢＭのパソコン事業を
１２億５千万ドルで買収することを発表した
（２００５年５月１日に買収完了）。ＩＢＭは近年
の価格競争によってパソコン事業で約５億ドル
の債務を抱えており，今後さらなる価格競争が
起きると予測され，早い段階でパソコン事業を
売却した。ＩＢＭはパソコン事業の売却により
６億５千万ドルと聯想集団の株式６億ドル相当
（発行済み株式の１８．９％）を獲得し，聯想の２
番目の株主となった２０）。
一方，聯想は買収により，開発・外注を含め
ＩＢＭのデスクトップとノートパソコンの全事
業を引き継ぎ，世界第３位のパソコンメーカー
になった。また，ＩＢＭのエンタープライズ向
け製品を中心とした技術力を獲得したことで，
世界市場に通用するコンシューマパソコン製品
の展開が可能になった。特に，急成長する中国
のパソコン市場において，聯想はコンシューマ
パソコン市場の競争優位とＩＢＭの技術力とサ
ービス体制を活用し，市場シェアの拡大や製品
の品質とサービスの向上を図っている。
さらに，２００５年９月，聯想，インテル，マイ
クロソフトなどのＩＴ大手６社は，新聯想イノ
ベーションセンターを北京で共同設立したと発
表した。新聯想イノベーションセンターを設立
する目的は①ソリューションを展示し，ユーザ
ー需要を把握する，②ユーザーの問題解決に協
力し，ユーザー需要に対応するソリューション
を開発する，③顧客企業の従業員に対し，ソリ
ューション活用のためのトレーニングを行なう
ことにある２１）。現在，聯想は北京，米国ノー
スカロライナ州，日本２２）の３Ｒ＆Ｄセンター，
トップクラス実験室４６カ所，研究開発人材１，８００
人を有し，研究開発に注力する動きも見られて
いる。
今後，新しい生産技術が生まれない限り，パ
ソコンの製造コストにおいては画期的な変化が
出ないだろう。高成長を続ける中国パソコン市
場には，競争力の弱いメーカーが淘汰され，一
部のメーカーがすでに研究開発やコア技術の向
上に注力している。したがって，聯想の買収事
例は中国パソコン産業の第１次キャッチアップ
成功を示していると規定しておきたい。
 携帯電話端末
１９８７年，ＴＡＣＳ通信システムが導入され，
中国広東省で携帯通信業務が開始されたことに
よって，中国は通信時代に入り，大きな携帯電
話端末（携帯端末と略称）市場の開放も意味し
ている。１９８９年の時点で，中国の携帯電話契約
者数はわずか１万人であった。１９９８年には２，３５６
万人，２００６年８月の時点で４．３７億人を超えてお
り，世界最大規模の市場までに成長している。
携帯電話契約者数はわずか８年の間に１８倍以上
の高成長率を示した一方，全国の携帯電話普及
率も３２．７％に達している２３）。
中国携帯端末の生産台数は１９９９年の２，００６万
台から２００４年の２億３，３４４万台に急増し，現在，
中国は世界最大の携帯端末製造国と輸出国とな
っている。また，２００５年，中国の携帯端末の市
場規模は，日本市場を上回り，１兆８，３２０億円
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に達した２４）。
一方，携帯電話の需要拡大と市場競争を通じ
て，携帯端末市場のシェアが大きく変化した。
２００３年，ローカルブランドが初めて市場シェア
首位の座に着いたことは，中国携帯端末産業が
新たな段階に突入したといえよう。今後も成長
が続ける巨大市場をめぐり，世界の携帯端末メ
ーカーによる市場シェアの争いが一層激化する
と予測されている。
以下では，その十数年間，携帯端末産業の発
展プロセスを検討してみたい。
１） 携帯端末産業の誕生期
１９８７年～１９９７年までの１０年間は中国携帯端末
産業の誕生期であり，外資ブランドの独占期で
あった。ローカル携帯端末メーカーは１９９７年ま
でに，自社ブランドを持たず，主にＯＥＭ生産
で，海外ブランド製品のアセンブリーを行った。
米国モトローラ社は１９８７年から中国ポケット
ベル市場に進出した。そのブランド力を生か
し，１９９２年に天津で世界最大の携帯電話生産拠
点（ＧＳＭとＣＤＭＡ式）を設け，中国市場を
狙っていた。当時，中国が導入された通信設備
はほとんどモトローラの製品を採用しており，
モトローラブランドは中国携帯端末市場シェア
の８０％以上を占め，「専門化・ハイテク化」と
いう企業イメージで中国通信業界のスタンダー
トを築き上げた。１９９５年までの中国携帯端末市
場はまさに「モトローラ時代」であった。
１９９４年にはＧＳＭ方式の普及につれ，欧州勢
のノキア，エリクソンが中国市場に進出し始め
た。エリクソンは技術上の競争を避け，中国人
気芸能人による宣伝効果で，一瞬でブランドの
知名度を上げ，１９９６年に市場シェアが一時モト
ローラを抜いていた。他方，ノキアは良い品質
とデザイン，同類商品より低価格で市場シェア
が急拡大しつつあり，１９９８年から２０００年までに
中国携帯市場のトップシェアを占め続けた。こ
の時期においては，上記の外資３社が携帯端末
市場シェアの７割以上を占め，残りのシェアは
ソニー，シーメンス，Alcatel，Philips，松下に
分け合ったのである２５）。
２） 技術導入・生産能力の整備・既存技術の
整合
１９９８年に新設された中国情報産業省は移動通
信産業の育成に大きな役割を果たした。当時，
全国携帯電話メーカーが合計２７社に達し，その
うち，外資メーカーは１７社であった。１９９９年，
中国情報産業省はローカル企業９社に対し，
「生産指定企業」といわれるライセンスを発行
し，国産ブランドの育成を図った。そして，外
資ブランドの独占を抑えるため，いくつかの制
限策も実施された。主な内容は，携帯端末の生
産・販売に関わるライセンス制度の導入，ロー
カルメーカーに対する研究開発費支援，外資企
業の新規参入に対する制限，現地調達率（６割
以上），輸出比率の設定などである。現在，中
国情報産業省は３７社に対し，ＧＳＭ，ＣＤＭＡ
端末の生産・販売ライセンスを発行し（ローカ
ル企業は２４社である），ローカルブランドの保
護と外資ブランドのコントロールを果たしたと
いえる（表３－１３）。
市場参入と技術導入について，ローカル企業
はいくつかの段階を通じ，技術の向上を図った。
参入当初，ローカル企業は携帯端末の開発・製
造を外注し，調達した携帯端末に自社ブランド
をつけて，販売に注力するような動きがみられ
た。この時期において，韓国・台湾のＯＥＭ企
業が中国に大規模進出することによって，ロー
カル企業は携帯端末の外部調達が可能となった。
つまり，当時のローカル企業は携帯端末メーカ
ーより，むしろ販売会社であると考えれば適応
であろう。そして，一部の企業はＯＥＭ／ＯＤ
Ｍ生産に依存しながら，外資企業の技術者を招
きいれ，携帯端末の研究開発を行った。これら
キャッチアップと産業発展
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の企業は独自で製品デザインの設計，応用ソフ
トの設計ができ，外資企業から生産ラインと技
術を導入し，ＳＫＤ，ＣＫＤ生産を通じ，量産
体制を整えた。
表３－１４に示すように，携帯端末のコアチッ
プと基本ソフトが製品全体コストの３～４割に
占め，主に，米ＴＩ，クアルコム，フランスの
Wavecomから調達されている。メイン基盤の
製造で使用する通信プロトコルソフトについて，
中興，華為などのローカル通信メーカーが一部
のソフトを提供しているが，ほとんど欧米・韓
国・台湾メーカーから購入している。また，Ｔ
ＣＬ，波導，康佳などの大手メーカーを除く，
多くのローカルメーカーがデザインや部品の設
計の力を持たず，台湾企業に依存している現状
である。
アセンブリー企業の現地進出することによっ
て，部品企業も追随していた。したがって，周
辺産業の発展が促進され，現地で容易に部品の
調達ができるようになった。２０００年前後，モト
ローラ，蘇州明基，仁宝などの携帯端末のアセ
ンブリーメーカーは上海周辺地域に進出し，生
産拠点を設けた。これにより，台湾携帯端末部
品メーカーの蘇州進出が促進されたと考えられ
る。たとえば，２００２年，携帯電話用スピーカを
生産する美律は，蘇州の相城区に工場を立ち上
げ，キーパッドを生産する毅嘉科技は蘇州で新
工場を設立した。緑点は蘇州モトローラへ通信
製品用ケースを供給するため，蘇州工場も稼動
している。
一方，寧波に立地するローカル企業の波導
（ＢＩＲＤ）がＳＡＧＥＭから技術を導入し，
１９９９年に国内企業第一号生産免許を獲得し，正
式に携帯市場に参入した２６）。波導は，中国国
内で調達されている部品は主にスピーカ，レシ
ーバー，包装用品，充電器，金属部品などで，
全部品の４０％以下であった。ＩＣチップやモジ
ュールはフィリップス，シーメンス，ＳＡＧＥ
Ｍから購入している。ＬＣＤはセイコーエプソ
ン，水晶発振子や抵抗，コンデンサ，フィルタ
表３－１４ 携帯端末の生産工程と主な生産企業
工程 第１工程 第２工程 第３工程 第４工程
内容
コアチップ，基本ソ
フトの開発製造
メイン基盤の製造 デザイン・部品の設計 付属品の組み立て
構成
ＲＦ，ＤＳＰ，ＯＳ
など
基板通信プロトコルソフ
トなど
構成部品やデザインの
設計
電池，充電器などの部
品製造と組み立て
コスト ３０％～４０％ １０％ １５％ ４０％
主な企業
欧米半導体メーカー 欧米企業，韓国，台湾企
業，一部のローカル企業
韓国・台湾企業，一部
のローカル企業
韓国，台湾，ローカル
企業
出所：国務院発展研究中心企業研究所［２００５］
表３－１３ 中国市場に参入する外資とローカルブランド
方式 ローカルブランド 外資ブランド
ＧＳＭ
東方通信，首信，海爾，康佳，中興通訊，厦
華，夏新，南方高科，波導，ＴＣＬ，科健，
易美，パンダ，大顕，中橋，托普，ＣＥＣ，
ＣＥＣＴ，楽華，多普達
モトローラ，サムソン，シーメンス，ノキア，
エリクソン，アルカテル，松下，ソニー・エ
リクソン，フィリップス，三菱，ソニー，Ｎ
ＥＣ，京セラ，ＤＲＴＥＬ
ＣＤＭＡ
海信，浪潮，東方通信，首信，海爾，康佳，
中興通訊，南方高科，ＣＥＣ
モトローラ，サムソン，ＬＧ，ノキア，京セ
ラ三洋電器
出所：国務院発展研究中心企業研究所［２００５］
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ーは日系メーカーから輸入している。高容量の
電池は三洋電器，ソニーから，低容量の電池は
ＢＹＤなどのローカルメーカーから調達してい
る。また，携帯電話のプラスチックケースは韓
国から輸入している（丸川［２００４］）。その年，
ローカルメーカーは経営ノウハウと技術蓄積の
初期段階であり，わずか２％の販売シェアを占
めた。
しかし，２００１年以後，ローカル企業が２年間
の技術とノウハウの蓄積で徐々に実力を着け，
携帯端末市場には，外資ブランドと激しい競争
を行い，市場主役の交替を実現してきた。ロー
カルメーカーが「民族工業の振興・国産携帯電
話づくり」と言うスローガンで発足し，人気芸
能人のＴＶＣＭ・広告を通じ，短時期でブラン
ドの知名度アップを図った。そして，製品品質
の差別化ができない現状下で，ローカル各社が
オリジナルの戦略を打ち出し，市場競争を行っ
た。厦新電子の「精品戦略」（品質・デザイン
が優れ，値段が安い），ＴＣＬの「宝石戦略」
（ダイヤモンドを飾る商品），波導の「自建通
路戦略」（自社販売網を作り，ダイレクト販売
方式）などが挙げられる（李［２００４］）。こうし
たデザイン，機能の簡素化，販売ルートの構築
などの工夫を通じ，ローカルブランドは，やが
て連続１０年間市場トップを占め続けた外資ブラ
ンドを抜いて，中国携帯端末市場の主役となり
始めた。２０００年，中国携帯端末市場におけるロ
ーカルブランドのシェアはわずか８％だった
が，２００１年に１５％，２００２年に３０％までに急上昇
してきた。さらに，２００３年１０月末の時点で，ロ
ーカルブランドが５５％の市場シェアを記録した。
一方，モトローラ，エリクソン，ノキア，シー
メンス４社のシェアは１９９９年の８４％から，２００３
年に２４％まで落ち込んできた（表３－１５）。
３） コア技術の獲得
現在，中国の携帯端末産業には環渤海地域
（モトローラなどの主要９社），長江デルタ
（波導などの主要６社），珠江デルタ（ＴＣＬ
などの主要９社）の３大集積地が形成されてい
る。２００３年，こうした集積地における携帯端末
の生産量はそれぞれ，全国生産量の４０．７％，
２５．６％，２７．８％を占めていた。また，中国携帯
端末市場の成長を見込んで，多数のローカル家
電・電子メーカーは携帯端末の生産に参入して
いる。これらのローカルメーカーが生産能力の
拡大により，中国の携帯端末は海外への輸出台
数が増えるにもかかわらず，すでに過剰生産状
態に陥っている（図３－７）。
２００３年以降，外資メーカーは，カラーディス
プレイやカメラ付き携帯電話へシフトし始めて
いる。ノキアはファッションセンスやデザイン
表３－１５ 携帯端末のブランド別国内販売シェア（％）
１９９９年 ２０００年 ２００２年 ２００３年１－１０月 ２００４年１－１０月
１位 モトローラ（４７．１）モトローラ（３４．０）モトローラ（３１．７） 波導（１４．５） ノキア（１７．０）
２位 ノキア（１０．０） ノキア（３０．０） ノキア（２４．３） ＴＣＬ（１１．２） モトローラ（１４．８）
３位 エリクソン（１０．０）エリクソン（１０．０） ＴＣＬ（６．７） ノキア（１１） サムソン（８．３）
４位 東方通信（８．７） シーメンス（７．０） サムソン（６．５） モトローラ（９．０） 波導（７．８）
５位 シーメンス（２．９） フィリップス（４．０） シーメンス（６．４） 康佳（６．０） 厦新（６．８）
６位 松下（２．９） 松下（４．０） 波導（３．３） 厦新（６．０） ＴＣＬ（８．２）
７位 ＮＥＣ（２．０） アルカルテ（３．０） 科健（２．５） 上海 Dbtel（５．０） 康佳（５．６）
国産比率 ２％ ８％ ３０％ ５５％ ３８％
出所：中国情報産業部の発表により作成（２００４年のデータはＣＣＩＤより）
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の面に工夫し，大都市を中心とする販売網を用
いて，優位性を保っている。また，モトローラ
は多様化したニーズに合わせるために，多様な
機種を市場に投入し，サムソンは折りたたみ式
とスライド式シリーズ機種の人気で，市場シェ
アを順調に伸ばしている。
一方，大都市を中心に販売網を築いてきた外
資系メーカーと異なり，ＴＣＬは既存の家電・
ＩＴ製品の販売チャネルを利用し，独自の販売
網や販売員数の増加などの点を活かし，シェア
を伸ばしてきた。しかし，多くのローカルメー
カーは，独自の技術力が弱く，携帯端末製造用
ＩＣチップやモジュールを外資企業から購入し
ている。外資メーカーがＩＣチップ技術の優位
性を生かし，高機能の製品を売り出したことに
より，ローカルメーカーは在庫増加，販売不振
などの経営苦境に陥った。要するに，ローカル
メーカーの成長は，ＩＣチップの海外輸入に依
存することによって大きく制限された（２００３年，
約１００億ドル以上の輸入額であった）といえる。
結果的には，ローカルメーカーは製品開発力
の欠落により，外資企業の新技術・新製品に太
刀打ちができず，２００４年，ローカルブランドの
市場シェアが３８％までに下落したのである。
２００５年になると，波導，ＴＣＬ，科健などの大
手ローカル企業の携帯部門は軒並み赤字に転落
した（表３－１６）。今後，いかに外資ブランドの
攻勢に対応し，市場シェアを守るかが，ローカ
ルメーカーの課題となっている。したがって，
ローカルメーカーは，素早く新機種を開発し，
市場に投入するために，コア技術を習得しなけ
ればならない。
他方，中国第３世代携帯端末のライセンスに
ついて，各社はそのタイムスケジュールに注目
している。３Ｇサービスの開始により，膨大な
新規加入者が想定されることで，中国通信市場
の魅力はますます高まっている。したがって，
先端技術や研究・開発力に弱い携帯端末メーカ
ーが徐々に淘汰され，ローカルメーカーにおっ
てコア技術の習得は一層重要となる。
パソコン大手の聯想は２００２年にローカルメー
カー厦華の携帯端末部門を買収し，携帯端末市
場に参入した。厦華携帯端末の研究開発部門と
自社ＰＣ分野の技術を融合・活用し，また，米
ＴＩ，クアルコムと提携し，独自な聯想携帯端
末の開発が可能となった。現在，聯想はデザイ
ンハウス，ソフト開発会社などの携帯関連企業
を誘致し，福建省アモイで年間生産能力２，０００
図３－７ 中国携帯端末の生産販売状況（万台）
資料：『中国電子工業年鑑』各年版
１６８
万台の携帯端末産業パークを稼動している。
聯想は厦華携帯端末の資源を有効に利用する
ことによって，携帯端末基本ソフト技術を獲得
した。また，２００３年７月，聯想，北京国電など
中関村の携帯電話関連企業１６社が「中関村携帯
電話産業連盟」を設立した。さらに２００５年３月，
聯想，方正科技，中国科学院計算所など２５の企
業や研究機関で，次世代インターネット・プロ
トコルのＩＰＶ６関連産業の企業連盟が発足し
た２７）。こうした技術連携によって，聯想の携
帯端末は中星ミクロ電子のコイル・オン・チッ
プＲＦＩＤＩＣ技術，北京国電のＰＤＡチップ
技術，金山ソフトの応用ソフト，ＢＯＥの液晶
技術を活用しながら，独自な技術優位を構築し
つつある。
聯想は２００５年度に携帯端末部門で２．８億元の
利益を上げ，２００６年度に販売台数１０００万台，全
国市場シェア１０％の獲得を目指している２８）。
２００３年，国内２２位の聯想携帯端末が２００６年９月
に国内４位，ローカルメーカー首位の座に着い
た。聯想は「携帯端末の自社開発が８割」と強
調しているが，今後，いかなるルートを通じ，
コアチップの製造技術を獲得するかが，聯想携
帯端末事業の発展にとって極めて重要な課題に
なるであろう。
一方，２００４年１０月，ＴＣＬ集団傘下のＴＣＬ
通訊科技と仏アルカテル社の合弁によりＴＣＬ
アルカテル移動電話（ＴＡＭＰ）が設立され
（持ち株比率：ＴＣＬ通訊が５５％，アルカテル
が４５％），中国首位・世界第７位の携帯メーカ
ーになった２９）。さらに，ＴＣＬ通訊が，２００５
年５月にアルカテルからＴＡＭＰ株式の４５％を
購入し，ＴＡＭＰを子会社化した３０）。
ＴＡＭＰは，年間３００万台の販売目標を狙い，
中国国内に華東，華北，華西，華南の４大販売
支社と２７の事務所を設けた。しかし，国内市場
の販売不振とコスト高により，２００５年上半期に
６億３，０００万元の赤字を記録した。こうした苦
境から脱出するために，ＴＡＭＰが４大地域販
売体勢を撤廃し，従業員を従来の１，５００人から
７５０人に削減した３１）。一方，ＴＡＭＰは今後６
年間，アルカテルのブランド，アルカテルの第
２・第３世代移動通信（２Ｇ・３Ｇ）関連の知
的財産権の利用ができ，移動通信業界のコア技
術を有する初の中国企業となった。したがって，
獲得したコア技術の吸収や研究開発能力の構築
はＴＣＬ携帯端末の課題になると考えている。
Sino－ＭＲ社の統計によると，２００６年６月の
中国国産携帯端末の市場シェアは２８．５６％とな
り，過去最低を記録した。また，１００社を超え
る携帯端末メーカーのうち，わずか１０社が黒字
体制を維持し，しかも輸出によるものであ
る３２）。ローカルメーカーは中国市場において，
外資ブランドからの競争圧力に対応するために，
価格競争の激化や利益低下などの問題に直面し
ている。したがって，中国携帯端末分野の第１
次キャッチアップは業界再編を行い，コア技術
の獲得段階へ移行しつつあると規定しておきた
い。
表３－１６ 中国主要携帯端末メーカーの業績推移（億元）
１９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５
売上高 利益 売上高 利益 売上高 利益 売上高 利益 売上高 利益 売上高 利益 売上高 利益
波導 ４．３ ０．４８ ９．３ ０．４４ ２６．２ ０．６８ ６３．７ ２．１６１０８．４ ２４．５１０２．５ ２．５８ ９０．５ －４．６９
科健 ６．１ －０．１ ８．７ ０．５ ３１．１ ０．５ ３０．０ ０．５ ２７．１ ０．４ １７．３ －１５．６ ０．８ －１．６
出所：波導，科健アニュアルレポート各年版により作成
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４ 中国電子産業の成長と第１次
キャッチアップ
中国電子産業の成長要因については，これま
で多くの論者によって指摘されてきた。
まず，外資の参入にもたらす成長の要因につ
いては，改革開放後，外資企業セクターが市場
参入を通じて，単なる雇用拡大，工業製品増加
などの経済的波及効果だけでなく，むしろ多く
の地場企業を競争の軌道に乗せる役割を果たし，
競争のメガニスムや欧米型の経済システムを中
国市場にもたらした３３）。
外資企業による直接投資が中国電子産業の成
長に大きな役割を果たしていることは事実であ
り，外発的な要因と考えられる。しかし，ＩＴ
革命後，インターネットが普及し，生産ネット
ワークが中国に拡張されることによって，電子
産業が新たな成長を遂げたと見ることができる。
また，製品アーキテクチャから中国電子産業
の急成長を捉える試みも注目される。オープ
ン・アーキテクチャ戦略は，個々のモジュール
別で大量生産ができ，部品調達の容易さと製品
完成までの早さで従来の大量生産方式と違って，
もの作りの枠組が大きく変化してきた。中国は
オープン・アーキテクチャ戦略を導入し，その
戦略を活用することによって，驚異な生産能力
と生産体制を整えてきた。
一方，内発要因である漸進的経済改革につい
ては，中央所属していた企業を大幅に地方政府
に移管し，地方政府の財政，投資，工業生産財
の配分に関する権限を拡大した。このような地
方分権化と計画経済体制改革は市場移行の条件
を整え，製品の供給過剰によって，政府がやむ
なく価格と生産に対する統制を放棄した結果，
中国電子産業の成長が可能となった３４）。
中国家電産業の事例を見ると，外国技術の導
入や企業の再編・合理化を通じて，次第に立ち
上がった。そして，新たな民営企業の参入も加
わって，激しい市場競争による企業の競争力を
強め，さらに，部品産業の発展を促進し，全体
としての技術や品質の「底上げ」が中国家電産
業の成長を支えたと指摘している（井上
［２００１］：１６７頁）。
第１次キャッチアップの再検討
中国のカラーテレビ，パソコン，携帯端末の
３分野の発展プロセスを検討したうえで，それ
ぞれ第１次キャッチアップの共通点と特徴を捉
えることができる。
カラーテレビ産業の成長において，中国市場
における松下電器の独走期（１９８７年）から，長
虹が「低価格戦略」によるローカル企業の逆転
（１９９６年）までには，１０年間の努力を要した。
一方，パソコン産業については，ＩＢＭが１９９２
年から中国市場に圧倒的な競争優位を示してい
た。しかし，４年後の１９９６年にその地位は聯想
に奪われた。また，携帯端末の事例を見ると，
ローカル企業は１９９９年に携帯端末市場に参入し，
２００３年に大きな国内市場シェアを獲得した。つ
まり，中国市場において，ローカルブランドが
外資ブランドを抜くまでには，技術導入，生産
能力の拡大，生産方式の構築による低コストの
技術整合製品の販売，市場シェアの優位とのよ
うなプロセスを辿ってきた。それぞれの分野に
おける世界の経済環境（グローバル化・ＩＴ
化・モジュール化），基礎研究と技術蓄積の厚
みによって，キャッチアップにかかる時間も異
なってくる。したがって，上記３分野の成長パ
ターンは，基本的に第１次キャッチアッププロ
セスと一致している。
しかし，こうした分野が成長を遂げたにもか
かわらず，すべて第１次キャッチアップの成功
とはいえないだろう。カラーテレビメーカーは
１７０
２０年以上のキャッチアップを通じて，結局，ブ
ラウン管とＩＣなどのコア部品の製造技術を習
得しないまま，薄型テレビに切り替えている。
その理由としては，カラーテレビ産業の成長期
において，中国企業の技術・資本の蓄積不足に
よって，コア技術を獲得しても吸収する能力を
十分備えなかった。また，外資企業はブラウン
管テレビ市場を放棄し，いち早く薄型テレビへ
シフトすることで，既存技術を陳腐化させてい
る。したがって，中国のカラーテレビメーカー
はカラーテレビのコア技術を習得しようとして
も，市場飽和状況下で利益の創出が相当難しく
なり，ＩＴ・薄型テレビ・通信などの分野に参
入せざるをえないであろう。
また，携帯端末分野の成長において，デジタ
ル化・モジュラー化の進展により，ローカル企
業は携帯端末のモジュールさえ購入できれば，
自社で携帯端末の組み立てが可能になる。した
がって，ローカルメーカーは携帯端末の外観設
計，製造コストと販売に注力し，わずか４年間
で外資企業から市場シェアを奪還した。しかし，
携帯端末のコアチップと応用ソフトにおける研
究開発力の欠落により，ローカルメーカーが素
早く新機能を有する携帯端末の市場投入ができ
ず，ますます苦境に陥っている。結果的に，外
資企業は強い技術競争力で，市場の復権を果た
した。現在，中国携帯端末産業において，企業
Ｍ＆Ａを通じて，コア技術を獲得する企業が見
られている。しかし，既存技術を整合・優化せ
ずに，第１次キャッチアップのゴール段階にジ
ャンプする発展スタイルは，コア技術の吸収段
階において，様々な工夫をしなければならない。
一方，聯想はＩＢＭパソコン部門を買収し，
パソコン製造のコア技術を獲得した。今後，い
かにＩＢＭの技術を活用し，第２次のキャッチ
アップ段階へ移行するかが，聯想の課題となる
であろう。また，北大方正，清華同方などのロ
ーカルパソコンメーカーはＲ＆Ｄ投入の増加や
企業Ｍ＆Ａなどのルートを通じ，競争力の向上
に注力しつつあると見られている。
結論
マイケル・ポーターは，市場成熟期において，
多角化戦略などの展開よりも，現在の市場を対
象にした市場浸透戦略が重要であることを指摘
し，競争相手に勝つための戦略として，コス
ト・リーダーシップ，差別化，集中の３戦略を
示した（ポーター［１９９９］）。しかし，中国のロ
ーカル企業が外部からコア部品を調達し，自社
でアセンブリーを行うという構造下で，利益幅
が限定されている。つまり，企業間の値下げ競
争でコスト・リーダーシップ戦略の実施はます
ます難しくなる。一方，ローカルメーカーの製
品は機能・デザイン・サービスにおいて，大き
な差別化ができず，競争上の優位性もみられな
かったといえよう。
さらに，集中戦略は市場を細分化し，経営資
源をその市場に集中することにより，競争上の
優位性を獲得する戦略である。産業の成長期に
おいて，長虹と波導が一品目への資源集中の戦
略で成功してきた。しかし，低付加価値市場に
おける値下げ競争が激しくなると，その２社は
それぞれカラーテレビと携帯端末の収益に過度
に依存することによって，経営悪化に陥ったの
である。
中国企業がコア部品を内製せず，外部調達に
好む理由について，丸川は①中国中央政府と地
方政府の部品分業体制，②垂直分業の世界的潮
流，③中国企業コストダウン戦略との３点で論
じている３５）。
筆者は上記３分野を検討した。資本蓄積の不
足，部品産業発展の遅れと弱いコア技術の吸収
能力が中国ローカル企業のコア技術不在の主因
になる。したがって，第１次キャッチアップを
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成功させる条件は，①コア技術を獲得する資金
力，②コア技術を吸収する能力にある。つまり，
「精華整合／優化」型生産方式の構築は，技術
蓄積と技術向上を不可欠にしており，整合品生
産による市場シェアの拡大と資本蓄積が可能に
なると考えている。
カラーテレビ産業の第１次キャッチアップは
低い技術と資本蓄積の土台からスタートし，市
場の飽和状態下で，ブラウン管テレビコア技術
を獲得する意義もなくなりつつある。また，パ
ソコン産業は，コンピュータ研究技術の蓄積と
低価格パソコン市場における資本蓄積によって，
コア技術を獲得し，第１次キャッチアップのゴ
ールに到達した。ただし，マイクロソフトとイ
ンテルによる基本ソフトとＭＰＵの寡占状況下
で，中国のパソコン産業は高い第２次キャッチ
アップハードルに直面しているといえよう。一
方，携帯端末産業が，既存技術の整合段階を飛
びこえ，コア技術の獲得段階へ移行する傾向は，
今後コア技術の習得において，吸収能力の不足
問題にもたらしているのであろう。
したがって，第１次キャッチアップ段階の成
否は，①基礎研究と基盤技術の蓄積・向上によ
る外部優良資源の選別と内部資源の融合が実現
され，②速やかに市場対応型製品を開発し，量
産能力の形成（「精華整合／優化型」生産方式
の構築），③量産効果による資金蓄積（コア技
術の獲得）と技術蓄積・向上（コア技術の吸
収）によるコア技術の習得，などの点が鍵を握
っており，第２次キャッチアップ段階への移行
や持続成長の可能性を決定するといえよう。し
かし，技術の蓄積が容易に実現できず，自国の
工業化初期条件，技術の受容能力と人的資源に
左右されている。
一方，中国電子産業が過剰生産，価格競争，
低収益などの厳しい現状から脱出するために，
積極的にコア技術を獲得し，第２次キャッチア
ップへ移行する動きも見られている。聯想のＩ
ＢＭパソコン部門の買収や京東方の液晶技術買
収などはその典型例である。２００６年１～８月，
中国国有大型電子企業の赤字総額が前年比３２％
増になったが，利益総額（２２．２億元）が前年比
３６％増になった。つまり，キャッチアップの進
展によって，国有企業の収益力における明暗が
分かれているといっても過言ではないだろう。
中国電子産業が持続的成長を図るために，いか
に第１次キャッチアップを成功させ，第２次キ
ャッチアップへ移行するかは，今後重要な課題
となる。
１） 丸屋［２００２］，尹［２００３］，木村［２００２］，野
村総研［２００２］を参照。
２）２０００年２月，「アジア・シンクタンク１０」の
研究者会議において，香港嶺南大学のチェン
学長に「今までの産業経済の発展形態は，日本
を先頭にしてＮＩＥＳ，ＡＳＥＡＮが続く「雁
行型」であった。しかし今や，その隊形は崩
れ，入れ替わり誰でもが先頭になれる『曲芸
飛行隊』の様相を呈している」。これを「カエ
ル跳び型」。と表現していると指摘された。
３） 上海統計局ホームページによる。
４） 蘇州高新区ホームページ，『中国工業統計
年鑑２００３』，江蘇統計局ホームページによる。
５） ＢtoＢ（business-to-business）とはインター
ネットを利用した企業同士の電子商取引。Ｂto
Ｃ（business-to-consumer）とはインターネット
を利用した企業と消費者との電子商取引。
６） 中国電子商取引協会の発表による「２００４年
５月８日」。
７） 中国信息産業部資料による。
８） 製品製造アーキテクチャに関する紹介は，
国領［１９９９］，藤本［１９９７］［２００１］［２００３］，青
木［２００２］を参照。
９） 安室［２００３］関志雄［２００２］を参照。
１０）「三来一補」については，林・陳［２００３］，
陳・樊［２００２］，謝［１９９５］，関［２００２］，黒 田
［２００１］，丸屋［１９９２］，渡辺［１９９３］を参照
されたい。
１１） ベアボーン（bare bone）とは半完成品の状
態で売られているパソコンのこと。通常はケ
１７２
ース，マザーボート，電源がセットになって
いるディスクドライブやＣＤ－ＲＯＭドライ
ブがセットになっていることもある。
１２） ＥＭＳ（Electronic Mannfucturing Syestem）
とは自社ブランドを持たず，複数メーカーか
らパソコンや携帯電話などの電子機器の製造
を請け負う事業形態。製造だけでなく，設計
や部品調達，物流まで一貫して手掛ける。
１３） 日本社会生産性本部「２００３年１２月５日」の
発表による。
１４） 同事業の対象は５２０の国家重点企業と１２０の
企業グループになる。
１５） 現在，清華，西安交通，上海交通，四川，
華中科技，華東理工の６大学と中国科学院傘
下の１２カ研究所に「国家技術移転センター」
を設立した。
１６） 中国カラーテレビ市場の発展については江
［２００２］，丸川［１９９９］を参照されたい。
１７） 米ＩＢＭは２００４年１２月８日聯想集団にパソ
コン事業を売却すると発表した。ＩＢＭは企
業向けサーバーや，ＩＴサービス事業に特化
し，パソコン事業から事実上撤退する（新華
社［２００４年１２月８日］。
１８） 東芝は２００４年１２月２１日フィリビン工場のパ
ソコン生産を年内で終了し，中国に集約する
と正式発表した。当社は東京青梅工場でパソ
コンを設計・開発し，量産は中国杭州に一本
化することで大幅なコストダウンを目指して
いる（日本経済新聞・２００４年１２月２１日）。
１９） 中国情報産業部の発表による。
２０） 人民日報（２００４年１２月９日）。
２１） 経済日報（２００５年９月２２日）。
２２） 日本における研究センターは Think Padを
開発した旧ＩＢＭ大和事業所である。
２３） 中国情報産業省の発表による（２００６年９月
２０日）
２４） 野村総研の調べによると，日本の携帯電話
端末市場規模は２００４年に１兆７，７６０億円，２００５
年は１兆８，２３０億円であった。
２５） 中国信息産業部２００３年７月２日の発表によ
る。
２６） 楊［２００４］を参照。
２７） 人民網日本語版（２００５年３月１日）。
２８） 電子時報（２００６年９月９日）。
２９） 人民網日本語版（２００４年１０月１１日）
３０） 京華時報（２００５年５月１８日）。
３１） 京華時期報（２００５年９月２９日）。
３２） 日中グローバル経済通信（２００６年９月１４日）。
３３） 唱［２００２］４１頁。
３４） 中兼「１９９９」，林毅夫「１９９７」，丸川「２００２」
を参照されたい。
３５） 丸川知雄「中国経済・講義録第１３回」によ
る。
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